
 
（

単
位

：
千

円
）

事
　

業
　

名
　

年
 
度

 

補
助
率

 
事
業
費
総
額

補
助

金
額

備
　

　
　

　
　

　
　

考

 
 
鳩

間
島

（
竹

富
町

）
 
　

離
島
振
興
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
建
設
 

6
2
～

6
3
 
１
／
２

4
4
,
2
5
0
 

1
9
,
5
8
2
 

建
物

延
面

積
2
1
0
.
1
2
㎡

、
Ｒ

Ｃ
造

り
平

屋
 
　

 
 
波

照
間

島
(
竹

富
町

)
 
 
　

　
　

 
 
 
 
 

か
ん

水
淡

水
化

施
設

整
備

　
6
3

１
／
３

2
4
0
,
0
0
0
 

2
6
,
6
6
6
 

施
設

能
力

　
2
4
0
ｍ

３
／

日
　

　
　

 
 
波

照
間

島
(
竹

富
町

)
 
 
　

　
　

　
　

 
 
 
 
　

　
　

簡
易

水
道

施
設

整
備

　
　

　
　

2

８
／
１
0

7
1
,
0
0
0
 

7
,
8
8
9
 

水
源

（
井

戸
）

の
確

保

 
 
与

那
国

島
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ゴ

ミ
処

理
施

設
整

備
　

　
4

１
／
３

2
2
5
,
0
0
0
 

3
7
,
5
0
0
 

処
理

能
力

 
5
.
0
t
／

日

 
 
波

照
間

島
(
竹

富
町

)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

船
客

タ
ー

ミ
ナ

ル
建

設
5

１
／
２

9
4
,
7
6
0
 

3
6
,
2
7
0
 

建
物
面
積
 
2
6
0
.
8
㎡
、
Ｒ
Ｃ
造
り
１
階
建
て

 
 
波

照
間

島
(
竹

富
町

)
 
 
 
海

水
淡

水
化

施
設

整
備

 
 
 
 
 
 
 
 
 

6

１
／
３

2
4
0
,
0
0
0
 

1
9
,
4
2
4
 

処
理

能
力

 
2
3
0
ｍ

３
／

日
 
　

 
 
与

那
国

島
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
簡

易
水

道
施

設
整

備
　

　
　

　
7
～

8

１
／
３

5
6
9
,
0
0
2
 

4
7
,
0
3
2
 

水
源

開
発

（
取

水
施

設
）

、
導

水
施

設

 
 
石

垣
島

（
石

垣
市

）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ア
ジ
ア
民
族
芸
能
祭
い
し
が
き
'
9
7
～
ｱ
ｼ
ﾞ
ｱ
の
太
鼓

9

１
／
２

2
8
,
4
6
5
 

5
,
0
0
0
 

イ
ベ

ン
ト

の
開

催

 
 
西

表
島

他
(
竹

富
町

)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空
き

缶
リ

サ
イ

ク
ル

プ
レ

ス
車

購
入

 
1
1

１
／
２

1
7
,
2
5
9
 

8
,
6
0
0
 

空
き

缶
リ

サ
イ

ク
ル

プ
レ

ス
車

１
台

 
 
小

浜
島

（
竹

富
町

）
 
 
 
 
 
 

農
業

気
象

情
報

シ
ス

テ
ム

設
置

事
業

 
 
 

1
2

１
／
２

2
5
,
6
9
0
 

1
0
,
0
0
0
 

小
浜
島
：
子
局
（
気
象
ﾛ
ﾎ
ﾞ
ｯ
ﾄ
）
、
竹
富
町
役
場
内
：
親
局

　
与

那
国

町
リ

サ
イ

ク
ル

推
進

機
材

設
備

整
備

事
業

1
7

１
／
２

7
,
1
3
4
 

3
,
5
0
0
 

圧
縮
梱
包
機
、
コ
ン
テ
ナ
、
メ
ッ
キ
カ
ゴ
、
保
管
庫

　
石

垣
市

火
葬

場
改

修
事

業
1
9

１
／
２

1
8
,
5
6
0
 

6
,
0
0
0
 

火
葬
炉
耐
火
材
張
替
、
バ
ー
ナ
ー
取
替
、
霊
柩
車
改
造
等

1
,
5
8
1
,
1
2
0
 

2
2
7
,
4
6
3
 

 
資

料
：

企
画

部
　

地
域

・
離

島
課

 
注

）
１

．
補

助
率

は
市

町
村

負
担

額
に

対
す

る
も

の
で

あ
る

。
（

＊
は

沖
縄

本
島

の
過

疎
地

域
）

 
 
 
　

２
．

平
成

１
６

年
度

以
前

は
「

離
島

・
過

疎
地

域
振

興
特

別
事

業
」

　
 
 
 
３

．
〔

事
業

内
容

〕
離

島
・

過
疎

地
域

市
町

村
の

実
施

す
る

生
活

環
境

施
設

の
整

備
及

び
既

存
施

設
の

有
効

活
用

の
た

め
の

事
業

に
対

し
補

助
を

行
い

、
離

島
過

疎
地

域
の

自

　
　

 
 
 
立

促
進

を
図

る
。

（
平

成
1
9
年

度
を

も
っ

て
事

業
終

了
）

事
業

箇
所

合
　

　
計

 
１
　
離
島
・
過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
事
業
実
績

第
７

章
　

そ
の

他
資

料
第

７
章

　
そ

の
他

資
料

第
７

章
　

そ
の

他
資

料
第

７
章

　
そ

の
他

資
料



 
(
1
)
 
沖
縄
体
験
滞
在
交
流
促
進
事
業

 
(
1
)
 
沖
縄
体
験
滞
在
交
流
促
進
事
業

 
(
1
)
 
沖
縄
体
験
滞
在
交
流
促
進
事
業

 
(
1
)
 
沖
縄
体
験
滞
在
交
流
促
進
事
業

年
度

市
町

村
名

総
事

業
費

事
業

名
ソ

フ
ト

事
業

ハ
ー

ド
事

業
施

設
面

積

1
3
～

1
4

竹
 
富

 
町

（
西

表
島

）

4
4
9
,
1
8
3

ア
ド

ベ
ン

チ
ャ

ー
ラ

ン
ド

西
表

整
備

事
業

①
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成

②
観
光
ガ
イ
ド
養
成
講
座

③
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
開
催

④
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
作
成

⑤
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
　
等

①
海
人
の
家
（
白
浜
地
区
）

②
イ
ル
ン
テ
ィ
フ
タ
デ
ム
ラ

（
ペ
ン
シ
ョ
ン
村
(
1
0
棟
)
干
立
地
区
）

1
,
1
0
9
㎡

1
7
～
1
8
石
 
垣
 
市

サ
ン
ゴ

礁
保
全

活
動
体

験
事
業

1
3
,
2
6
4

 
・
オ
ニ
ヒ
ト
デ
駆
除

 
・
マ
ン
グ
ロ
ー
ブ
植
樹

 
・
月
桃
植
樹

・
サ
バ
ニ
ク
ル
ー
ズ

資
料

：

企
画

部
　

地
域

・
離

島
課

　

注
）

 

　
　

　
貢

献
活

動
・

・
・

地
域

外
の

住
民

と
地

域
住

民
が

一
体

と
な

っ
て

行
う

、
地

域
の

自
然

や
文

化
の

保
全

・
創

造
な

ど
の

ボ
ラ

ン
テ

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
ィ

ア
的

な
活

動

　
　

　
交

流
活

動
・

・
・

貢
献

活
動

と
併

せ
て

行
う

、
地

域
外

の
住

民
と

地
域

住
民

の
交

流
活

動

２
　

沖
縄

体
験

滞
在

交
流

促
進

事
業

実
績

２
　

沖
縄

体
験

滞
在

交
流

促
進

事
業

実
績

２
　

沖
縄

体
験

滞
在

交
流

促
進

事
業

実
績

２
　

沖
縄

体
験

滞
在

交
流

促
進

事
業

実
績



（単位：千円）

年度 事業概要 事業主体 補助率 総事業費 （うち国庫） 備考

H24～25

バイオマス資源活用コージェネレー

ションシステム構築事業

　離島地域における廃棄物の適正処理

の促進及び低炭素社会の実現を図るた

め、建設廃棄物の木くず等を燃料とし

て発電を行うことで循環資源エネル

ギーの地産地消に取り組み、売電によ

る処理コストの軽減により自己完結型

の循環資源システムを構築する。

県 国8/10 584,483 (467,586)

沖縄振興特別

推進交付金事

業

H24～ 複式学級教育環境改善事業

　個々の学年に応じたきめ細かな指導

を実現するため、離島等における８名

以上の複式学級を有する小学校へ学習

支援員としての非常勤講師を配置し、

児童生徒の「確かな学力」の向上を図

る。

県、市

町村

国8/10 92,495 (73,995)

沖縄振興特別

推進交付金事

業

H24～ 島しょ型福祉サービス総合支援事業

　小規模離島における介護サービスの

提供確保・基盤拡充を図るために、事

業運営に要する経費や島外事業所から

の職員派遣に要する経費を支援する。

県 国8/10 84,860 (67,888)

沖縄振興特別

推進交付金事

業

H24～

専門医派遣巡回診療及び遠隔医療支

援事業

　離島に住む住民が、島内で専門医の

診察を受診できるようにするために、

離島診療所において専門医による巡回

診療を実施する。

県 国8/10 46,393 (37,113)

沖縄振興特別

推進交付金事

業

H24～ 離島・へき地における学習支援事業

  離島の生徒の高校進学を支援するた

めに、学習環境の改善する取組を実施

し、学力向上を図る市町村へ補助す

る。

市町村

国8/10

県1/10 18,262 (14,609)

沖縄振興特別

推進交付金事

業

H24～ 沖縄離島体験交流促進事業

将来を担う児童生徒が離島の重要性、

特殊性及び魅力に対する認識を深める

とともに、沖縄本島と離島との交流促

進による離島地域の活性化を目的とし

て、沖縄本島の児童生徒を離島に派遣

し、地域の人々や児童生徒との交流の

もと、体験学習や民泊等を実施する。

県 国8/10 126,454 (101,163)

沖縄振興特別

推進交付金事

業

※ただし、

H23年度まで

は、沖縄離島

活性化特別事

業として実施

した。

H24～

離島特産品等マーケティング支援事

業

　外部専門家を効果的に活用し、離島

地域の企業等において販売戦略を構築

し、実施できる人材の育成を支援する

ことにより、特産品等の販売拡大を促

進する。

県 国8/10 66,833 (53,466)

沖縄振興特別

推進交付金事

業

※ただし、

H23年度まで

は、沖縄離島

活性化特別事

業として実施

した。

上記のほか

上記のほか上記のほか

上記のほか

　・地域貢献・交流による沖縄体験滞在交流促進事業（沖縄特別振興対策調整費）

　・沖縄離島振興特別対策事業（内閣府事業）

　・沖縄振興開発金融公庫の融資制度創設・拡充（沖縄振興開発金融公庫）

３　離島活性化関連事業の概要

事　　業　　名

※沖縄離島戦略的情報発信支援事業、沖縄離島体験交流促進事業、離島特産品等マーケティング支援事業、離島特産品販売・開発支援事業、離島

地域着地型観光推進事業、離島活性化情報通信システム整備促進事業、沖縄県南北大東地区ブロードバンド環境緊急整備事業、沖縄県離島地区情

報通信基盤環境調査事業、沖縄振興特別推進交付金事業については、予算額を記載している。



単
位
：
千
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平
成
2
0
年
度

平
成
2
0
年
度

平
成
2
0
年
度

平
成
2
0
年
度

平
成
2
1
年
度

平
成
2
1
年
度

平
成
2
1
年
度

平
成
2
1
年
度

平
成
2
2
年
度

平
成
2
2
年
度

平
成
2
2
年
度

平
成
2
2
年
度

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

　
８

，
９

４
１

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

　
７

，
９

９
６

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

　
１

０
，

１
４

７

（
国

庫
7
,
1
5
3
、

県
8
9
4
、

町
8
9
4
）

（
国

庫
6
,
3
9
6
、

県
7
9
9
、

町
8
0
1
）

（
国

庫
8
,
1
1
7
、

県
1
,
0
1
5
、

町
1
,
0
1
5
）

●
事
業
費

●
事
業
費

●
事
業
費

●
事
業
費

　
１

２
，

０
０

０
●
事
業
費

●
事
業
費

●
事
業
費

●
事
業
費

　
９

，
４

９
１

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

●
事
業
費
：

　
６

，
２

７
９

（
国

庫
9
,
6
0
0
、

県
1
,
2
0
0
、

町
1
,
2
0
0
）

（
国

庫
7
,
5
9
2
、

県
9
4
9
、

町
9
5
0
）

（
国

庫
5
,
0
2
3
、

県
6
2
8
、

町
6
2
8
）

＜
参

考
１

＞
自

然
・

伝
統

文
化

を
活

か
し

た
交

流
促

進
事

業
に

つ
い

て
＜

参
考

１
＞

自
然

・
伝

統
文

化
を

活
か

し
た

交
流

促
進

事
業

に
つ

い
て

＜
参

考
１

＞
自

然
・

伝
統

文
化

を
活

か
し

た
交

流
促

進
事

業
に

つ
い

て
＜

参
考

１
＞

自
然

・
伝

統
文

化
を

活
か

し
た

交
流

促
進

事
業

に
つ

い
て

市

市
市

市

町

町
町

町

村

村
村

村

事
業
名

事
業
名

事
業
名

事
業
名

事
業
概
要

事
業
概
要

事
業
概
要

事
業
概
要

1

竹

竹
竹

竹

富

富
富

富

町

町
町

町

西
表

産
業

遺
産

ラ

イ
ト

ア
ッ

プ
事

業

●
事
業
の
概
要

●
事
業
の
概
要

●
事
業
の
概
要

●
事
業
の
概
要

　
　

２
０

０
７

年
に

「
近

代
化

産
業

遺
跡

群
」

と
し

て
認

定
さ

れ
た

西
表

島
の

炭
坑

施
設

跡
に

つ
い

て
、

新
た

な
観

光
資

源
と

し
て

活
用

 
 
す

る
た

め
の

調
査

等
を

実
施

し
、

地
域

の
活

性
化

に
繋

げ
る

。

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

・
産

業
遺

跡
に

つ
い

て
の

歴
史

・
学

術
・

地

　
域

資
源

に
関

す
る

調
査

・
整

理

・
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
に

よ
り

西
表

島
の

自
然

、

　
歴

史
の

理
解

を
深

め
、

地
域

へ
の

愛
着

、

　
誇

り
の

醸
成

を
図

る

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

・
炭

坑
施

設
跡

に
関

す
る

現
地

調
査

、
映

像

　
情

報
の

収
集

及
び

整
理

・
観

光
資

源
の

活
用

に
向

け
た

調
査

・
周

辺
の

自
然

環
境

も
含

め
た

炭
坑

施
設

跡

　
の

保
全

と
観

光
活

用
に

よ
る

地
域

活
性

化

　
の

検
討

の
た

め
の

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

開
催

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

・
炭

坑
施

設
跡

に
関

す
る

現
地

調
査

、
映

像

　
情

報
の

収
集

及
び

整
理

・
町

内
の

各
島

中
学

生
と

保
護

者
及

び
一

般

　
を

対
象

と
し

た
モ

ニ
タ

ー
ツ

ア
ー

・
炭

坑
群

の
保

全
と

利
活

用
に

関
す

る
啓

発

　
活

動
の

た
め

の
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
作

成

2

与

与
与

与

那

那
那

那

国

国
国

国

町

町
町

町

ど
ぅ

な
ん

ち
ま

づ

く
り

活
性

化
事

業

●
事
業
の
概
要

●
事
業
の
概
要

●
事
業
の
概
要

●
事
業
の
概
要

　
　

地
域

住
民

が
島

の
自

然
や

文
化

の
保

護
活

動
等

に
積

極
的

に
取

り
組

む
こ

と
に

よ
り

、
島

へ
の

愛
着

や
誇

り
を

醸
成

し
、

Ｕ
・

Ｉ

 
 
 
タ

ー
ン

を
促

進
す

る
こ

と
で

、
地

域
の

活
性

化
に

繋
げ

る
。

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

・
与

那
国

島
の

祭
場

・
祭

事
及

び
伝

統
芸

能

　
の

継
承

・
保

存
活

動
や

子
ど

も
た

ち
に

よ

　
る

学
習

活
動

・
食

文
化

及
び

伝
統

工
芸

品
を

活
用

し
た

講

　
習

会
、

体
験

学
習

等
の

活
動

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

・
祭

事
・

芸
能

の
体

験
交

流
活

動

・
案

内
板

の
設

置
、

既
存

祭
場

の
修

復
活

動

・
島

の
食

文
化

の
調

査
及

び
活

用

・
伝

統
工

芸
品

づ
く

り
等

の
体

験
学

習

・
島

の
自

然
観

察
会

、
講

座
、

各
種

プ
ロ

グ

　
ラ

ム
の

開
催

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

●
取
組
内
容

・
２

年
間

の
成

果
を

ガ
イ

ド
ブ

ッ
ク

に
ま

と

　
め

、
小

中
学

生
用

の
副

読
本

等
と

し
て

活

　
用

す
る

。

・
与

那
国

へ
の

来
訪

者
が

活
用

で
き

る
よ

う

　
な

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

作
成

・
２

年
間

の
自

然
及

び
動

植
物

の
調

査
結

果

　
に

基
づ

き
記

録
集

を
作

成

・
自

然
・

伝
統

文
化

・
祭

事
・

特
産

品
等

を

　
Ｄ

Ｖ
Ｄ

化

・
２

年
間

の
取

組
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
関

す
る

情

　
報

の
構

築
及

び
Ｉ

Ｔ
講

座
等

の
支

援
を

実

　
施

し
、

情
報

発
信

に
活

か
す

。



地
域

事
業
名

事
業
内
容

八
重
山
地
域

八
重

山
地

域
国

際
観

光
拠

点
づ

く
り

戦
略

推
進

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

(
Ｈ

２
０

～
Ｈ

２
２

）

●
八
重
山
地
域
が
連
携
し
て
、
国
際
観
光
客
向
け
の
商
品
づ
く
り
を
研
究
開
発

 
 
し
、
商
品
化
を
行
う
。

　
○
八
重
山
地
域
国
際
観
光
拠
点
づ
く
り
戦
略
構
築
推
進
委
員
会
の
設
置

　
　
・
石
垣
市
、
竹
富
町
、
与
那
国
町
に
お
け
る
観
光
関
連
事
業
者
及
び
観
光
協

 
 
 
 
 
 
会
、
行
政
、
有
識
者
等
で
構
成
さ
れ
、
戦
略
の
検
討
を
行
う
。

　
○
研
究
会
の
設
置
・
活
動

　
　
・
現
場
レ
ベ
ル
で
検
討
及
び
検
証
す
る
た
め
に
、
ア
ジ
ア
市
場
研
究
会
、
欧

 
 
 
 
 
 
米
市
場
研
究
会
、
受
入
れ
体
制
研
究
会
を
設
置
し
、
国
際
観
光
商
品
の

 
 
 
 
 
 
研
究
開
発
に
向
け
て
取
り
組
み
を
行
う
。

　
○
広
域
連
携
会
議
の
運
営

　
　
・
事
業
が
計
画
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
か
、
効
果
的
に
実
施
さ
れ
て
い

 
 
 
 
 
 
る
か
を
諮
る
。

＜
参

考
２

＞
離

島
地

域
広

域
連

携
推

進
モ

デ
ル

事
業

　
実

施
状

況
＜

参
考

２
＞

離
島

地
域

広
域

連
携

推
進

モ
デ

ル
事

業
　

実
施

状
況

＜
参

考
２

＞
離

島
地

域
広

域
連

携
推

進
モ

デ
ル

事
業

　
実

施
状

況
＜

参
考

２
＞

離
島

地
域

広
域

連
携

推
進

モ
デ

ル
事

業
　

実
施

状
況



地
域

事
業

者
名

（
事

業
年

度
）

事
業

名
事

業
内

容

石
垣

市
商

工
会

（
H
2
0
～

H
2
2
）

石
垣

市
カ

ー
ボ

ン
マ

イ
ナ

ス

ツ
ア

ー
商

品
化

事
業

●
カ

ー
ボ

ン
マ

イ
ナ

ス
ツ

ア
ー

の
旅

行
商

品
の

開
発

・
運

営
に

対
す

る
支

援

●
旅

行
会

社
と

の
連

携
と

タ
イ

ア
ッ

プ
し

た
旅

行
商

品
造

成
の

支
援

石
垣

島
マ

リ
ン

レ
ジ

ャ
ー

協
同

組
合

（
H
2
1
～

H
2
2
）

マ
リ

ン
レ

ジ
ャ

ー
に

お
け

る

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

サ
ー

ビ
ス

事

業
化

●
修

学
旅

行
・

研
修

旅
行

等
へ

の
販

路
拡

大
の

支
援

●
新

し
い

サ
ー

ビ
ス

メ
ニ

ュ
ー

の
開

発
支

援

●
団

体
旅

行
に

対
応

で
き

る
人

材
育

成
の

支
援

有
限

会
社

サ
ン

シ
ャ

ト
ー

（
H
2
1
～

H
2
2
）

石
垣

の
本

月
桃

と
石

垣
の

塩

な
ど

を
活

用
し

た
ア

ロ
マ

化

粧
品

製
造

事
業

●
商

品
コ

ン
セ

プ
ト

や
パ

ッ
ケ

ー
ジ

デ
ザ

イ
ン

等
の

ブ
ラ

ン
ド

化
に

当
た

っ
て

の

 
 
支

援

●
県

外
販

路
開

拓
支

援

●
市

場
に

マ
ッ

チ
し

た
商

品
づ

く
り

、
差

別
化

戦
略

の
確

立
支

援

●
観

光
関

連
業

者
と

の
連

携
に

関
す

る
支

援

与
那

国
町

与
那

国
町

漁
業

協
同

組
合

(
H
2
1
～

H
2
2
）

未
利

用
資

源
活

用
事

業

●
カ

ジ
キ

、
シ

イ
ラ

等
を

活
用

し
た

商
品

開
発

、
パ

ッ
ケ

ー
ジ

等
の

支
援

●
地

域
ブ

ラ
ン

デ
ィ

ン
グ

の
た

め
の

支
援

●
開

発
し

た
商

品
（

カ
ジ

キ
の

肉
巻

き
お

に
ぎ

り
、

カ
ジ

キ
の

ジ
ャ

ー
キ

ー

　
カ

ツ
オ

の
塩

辛
、

マ
グ

ロ
の

塩
辛

）

＜
参

考
３

＞
離

島
活

性
化

総
合

支
援

モ
デ

ル
事

業
　

実
施

状
況

＜
参

考
３

＞
離

島
活

性
化

総
合

支
援

モ
デ

ル
事

業
　

実
施

状
況

＜
参

考
３

＞
離

島
活

性
化

総
合

支
援

モ
デ

ル
事

業
　

実
施

状
況

＜
参

考
３

＞
離

島
活

性
化

総
合

支
援

モ
デ

ル
事

業
　

実
施

状
況

石
垣

市



市
町
村
名

(
事
業
年
度
）

事
業
名

事
業
内
容

事
業
費
(
千
円
)

（
う
ち
国
庫
）

2
4
,
7
2
5

(
1
9
,
7
7
1
)

H
1
9

1
5
,
5
4
0

(
1
2
,
4
3
2
)

H
2
0

1
0
2
,
9
8
0

(
8
2
,
3
8
4
)

＜
参

考
４

＞
「

沖
縄

離
島

振
興

特
別

対
策

事
業

」
の

実
施

状
況

＜
参

考
４

＞
「

沖
縄

離
島

振
興

特
別

対
策

事
業

」
の

実
施

状
況

＜
参

考
４

＞
「

沖
縄

離
島

振
興

特
別

対
策

事
業

」
の

実
施

状
況

＜
参

考
４

＞
「

沖
縄

離
島

振
興

特
別

対
策

事
業

」
の

実
施

状
況

竹
富
町

(
H
1
9
)

地
域
資
源
（
も
ち
き
び
）

を
活
用
し
た
雇
用
創
出
事

業

●
も
ち
き
び
精
選
設
備
（
選
別
機
）
の
整
備

　
○
ハ
ー
ド
整
備

　
　
・
も
ち
き
び
選
別
設
備
（
選
別
機
）
の
設
置

　
○
ソ
フ
ト
事
業

　
　
・
研
修
会
の
開
催

与
那
国
町

(
H
1
9
～
2
0
)

与
那
国
島
の
水
産
資
源
を

活
用
し
た
特
産
品
創
出
事

業

●
水
産
加
工
施
設
、
冷
凍
設
備
の
整
備

　
○
ハ
ー
ド
整
備

　
　
・
加
工
施
設
の
整
備
、
機
械
設
備
の
設
置

　
○
ソ
フ
ト
事
業

　
　
・
商
品
開
発
研
究
、
先
進
地
調
査



＜
参
考
5
>
　
離
島
活
性
化
専
門
家
派
遣
事
業
実
施
状
況
〈
平
成
１
７
～
１
９
年
度
〉

＜
参
考
5
>
　
離
島
活
性
化
専
門
家
派
遣
事
業
実
施
状
況
〈
平
成
１
７
～
１
９
年
度
〉

＜
参
考
5
>
　
離
島
活
性
化
専
門
家
派
遣
事
業
実
施
状
況
〈
平
成
１
７
～
１
９
年
度
〉

＜
参
考
5
>
　
離
島
活
性
化
専
門
家
派
遣
事
業
実
施
状
況
〈
平
成
１
７
～
１
９
年
度
〉

№
市
町
村
名

1
6

石
垣
市

特
産

特
産
品
開
発
（
穀
物
類
を
中
心
に
熱
帯
果
樹
、
薬
草
等
の
加
工
食

品
）
の
手
法
及
び
消
費
者
ニ
ー
ズ
動
向
の
ア
ド
バ
イ
ス
　
（
地
域

資
源
活
用
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
サ
ー
チ
、
品
質
表
示
等
）

－
　
－

－
　
－

Ｉ
Ｔ

各
島
の
住
民
や
事
業
者
に
向
け
た
講
習
（
セ
ミ
ナ
ー
）
と
し
て
、

最
新
の
Ｉ
Ｔ
事
情
、
Ｈ
Ｐ
改
善
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た

情
報
発
信
の
方
法
と
、
そ
の
質
を
維
持
す
る
た
め
の
技
術
に
関
す

る
ア
ド
バ
イ
ス

Ｉ
Ｔ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
活
用
方
法
等
に
関
す
る
講
習
会
、
ア
ド
バ
イ

ス （
最
新
の
Ｉ
Ｔ
事
情
、
既
存
Ｈ
Ｐ
の
改
善
、
情
報
発
信
と
そ
の
質

を
維
持
す
る
た
め
の
技
術
等
）

そ
の
他

地
域
ブ
ラ
ン
ド
構
築
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス

・
自
然
と
の
共
生
を
テ
ー
マ
に
新
し
い
形
の
リ
ゾ
ー
ト
経
営
を
確

立
し
た
専
門
に
よ
る
ア
ド
バ
イ
ス

そ
の
他

観
光
関
連
業
種
（
宿
泊
、
ダ
イ
ビ
ン
グ
、
カ
ヌ
ー
、
エ
コ
ツ

ア
ー
、
運
送
業
）
に
対
す
る
保
険
や
賠
償
問
題
等
に
関
す
る
講
習

（
ト
ラ
ブ
ル
に
関
す
る
具
体
的
な
発
生
事
例
及
び
対
応
策
等
）

Ｉ
Ｔ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
活
用
方
法
等
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス

（
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
特
産
品
の
販
売
促
進
、
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
向

上
の
た
め
の
講
習
会
等
）

そ
の
他
修
学
旅
行
の
受
入
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス

資
料
：
企
画
部
　
地
域
・
離
島
課

＊
前
年
度
事
業
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
含
む

平
成
１
７
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
７
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
７
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
７
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
８
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
８
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
８
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
８
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
９
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
９
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
９
年
度
　
実
施
状
況

平
成
１
９
年
度
　
実
施
状
況

Ｉ
Ｔ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
活
用
方
法
等
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス

（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
た
販
売
方
法
、
住
民
の
リ
テ
ラ

シ
ー
向
上
の
た
め
の
Ｉ
Ｔ
講
習
会
、
個
別
指
導
等
）

1
7

竹
富
町

そ
の
他

観
光
関
連
業
種
（
宿
泊
、
ダ
イ
ビ
ン
グ
、
カ
ヌ
ー
、
エ
コ
ツ

ア
ー
、
運
送
業
）
に
対
す
る
契
約
や
賠
償
問
題
等
に
関
す
る
講
習

（
ト
ラ
ブ
ル
に
関
す
る
具
体
的
な
発
生
事
例
及
び
対
応
策
等
）

1
8

与
那
国
町

Ｉ
Ｔ

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
環
境
に
向
け
た
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
の
改
善
及
び

情
報
発
信
の
ス
キ
ル
向
上

（
商
工
会
等
の
Ｈ
Ｐ
改
善
、
特
産
品
の
販
売
促
進
、
Ｉ
Ｔ
講
習

会
）



（
単
位
：
千
円
）

№
市
町
村
名

(
事
業
年
度
)

事
　
業
　
名

総
事
業
費

事
　
業
　
内
　
容

1
石
 
垣
 
市

(
H
1
7
～
1
9
)

い
し
が
き
ト
ロ
ピ
カ
ル
＆
ヘ

ル
シ
ー
ブ
ラ
ン
ド
創
出
事
業

3
5
,
7
0
4

パ
パ
イ
ヤ
、
月
桃
、
さ
と
う
き
び
パ
ウ
ダ
ー
を
活
用

し
た
特
産
品
開
発
等
(
ﾊ
ﾟ
ﾊ
ﾟ
ｲ
ﾔ
ﾃ
ｨ
ﾗ
ﾐ
ｽ
、
月
桃
そ
ば
他
)

2
竹
 
富
 
町

(
H
1
7
～
1
8
)

～
島
民
と
残
す
秘
境
の
島
～

西
表
島
ブ
ラ
ン
ド
化
事
業

1
7
,
4
2
2

西
表
島
の
ブ
ラ
ン
ド
価
値
を
損
な
わ
な
い
観
光
利
用

に
関
す
る
ル
ー
ル
ブ
ッ
ク
の
作
成
等

3
与
那
国
町

(
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用
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産
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成
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(
一
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一
物
語
事
業
）
一
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＜
参
考
6
＞
 
離
島
地
域
資
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活
用
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産
業
育
成
事
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(
一
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一
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語
事
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）
一
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＞
 
離
島
地
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資
源
活
用
・
産
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成
事
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(
一
島
一
物
語
事
業
）
一
覧



＜参考７＞沖縄離島戦略的情報発信支援事業＜参考７＞沖縄離島戦略的情報発信支援事業＜参考７＞沖縄離島戦略的情報発信支援事業＜参考７＞沖縄離島戦略的情報発信支援事業

１ 事業概要１ 事業概要１ 事業概要１ 事業概要

（１）目的（１）目的（１）目的（１）目的

「いいものあるが知られていない」、「いいものが何か分からない」などの
課題を抱える県外での地名度の低い離島において、島の魅力となる資源（例

：景観、特産品、伝統文化等）について、戦略的に情報発信を行うことで、
県外での島の知名度の向上を図り、入域観光客数の増加や特産品の売上げ増
加に繋げ、離島地域の活性化を図る。

（２）内容（２）内容（２）内容（２）内容

島の魅力となる資源について、島民、委託業者（コーディネーター）及び
外部専門家で構成する情報発信推進チームにおいて、調査・分析により島の
魅力となる資源を特定し、情報発信戦略の構築による効果的な情報発信を行
う。

・事 業 主 体：県
・補 助 率：国(内閣府)８／10（H22・H23は特別調整費）
・事 業 期 間：平成22年度～24年度
・対象市町村：粟国村、渡名喜村、北大東村、南大東村、多良間村
・当 初 予 算：Ｈ22年度 30,000千円

Ｈ23年度 52,533千円
Ｈ24年度 66,938千円

２ 具体的な取り組み２ 具体的な取り組み２ 具体的な取り組み２ 具体的な取り組み

平成22年度から平成24年度までの事業期間に①～③について実施する。
①情報発信対象の特定
②情報発信戦略の構築
③情報発信戦略に基づく情報発信の実施

３ 実績３ 実績３ 実績３ 実績

[平成22年度]
対象離島市町村の情報発信推進チームにおいて、島の魅力となる資源の

洗い出し及び資源リストの作成を行った。

[平成23年度]
資源リストの分析による島の魅力となる資源の特定及び情報発信戦略の構
築を行った。

[平成24年度]
平成23年度に構築した情報発信戦略に基づき、５村共同情報発信ウェブサ
イト及びフェイスブックページ等を中心に、村民による情報発信を実施し
た。
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市町村名 対象事業者名 対象商品及び当該事業における主な活動内容

株式会社石垣島かつおだし

【石垣島かつおだし・まぐろだし（粉末）】

・離島フェア2011におけるテスト販売

・ふるさと祭り東京におけるテスト販売

ゴーヤカンパニー有限会社

【島豚ごろごろ】

・展示会におけるモニタリング

・量販店向け商品の開発

・地元販売店への販路拡大

有限会社サンシャトゥー

【月桃石鹸】

・有名百貨店のイベント参加

・パッケージデザインの改良の検討

・原料の見直しの検討

石垣市商工会

【石垣島・南国エシカルウェルネス】

・エコプロダクツ2011への出展

・組織づくり

・イメージブック等の製作

彩友美リゾート(株)

【くろれら麺】

・第３６回沖縄の産業まつり出展

・2012「沖縄県産品展示商談会」参加

・離島フェア2012出展

・阪急、阪神百貨店販路開拓活動

パスタ家ミーレ（Mile）

【夜空の石垣島ドレッシング】

・第３６回沖縄の産業まつり出展

・2012「沖縄県産品展示商談会」出展

・離島フェア2012出展

・銀座わした販売会出展

・アグリフード出展

八重山殖産(株)

【石垣島産ヤエヤマクロレラ】

・2012「沖縄県産品展示商談会」出展

・離島フェア2012出展

・沖銀美ら島商談会参加

・銀座わした販売会出展

・スーパーマーケットトレードショー出展

(株)石垣島かつおだし

【かつお・まぐろだし】

・第３６回沖縄の産業まつり出展

・2012「沖縄県産品展示商談会」出展

・離島フェア2012出展

・NHK福岡（ぐるっと８県）出演（商品アピール）

・沖銀美ら島商談会参加

・シーフードショー大阪出展

・銀座わした販売会

(有)サンシャトゥー

【結のこころ　月桃石鹸】

・第３６回沖縄の産業まつり出展

・2012「沖縄県産品展示商談会」出展

・離島フェア2012出展

・銀座わした、札幌わした販売会出展

(株)石垣の塩

【ミネラルテラピー（新海洋療法）】

・第３６回沖縄の産業まつり出展

・2012「沖縄県産品展示商談会」出展

・離島フェア2012出展

・銀座わした販売会出展

琉球真珠(株)

【黒蝶真珠】

・離島フェア2012出展

・販売力強化セミナー受講

・国際宝飾展視察

・セレクトショップ「ビームズ」講演会参加

アイランドフーズティダ

【ピーチパインのコンポート～南国大人味～】

・離島フェア2011への出展

・ふるさと祭り東京への出店

・マルシェへの出展

・販促物の作成、ラベルの見直し

工房　輝

【西表島産の島材を使った樹の器】

・第３６回沖縄の産業まつり出展

・2012「沖縄県産品展示商談会」出展

・離島フェア2012出展

・クラフトフェア、ウッディーフェア視察

・銀座わした販売会出展

竹富町

石垣市

〈参考９〉平成23年度離島特産品等マーケティング支援事業　実施状況

〈参考９〉平成23年度離島特産品等マーケティング支援事業　実施状況〈参考９〉平成23年度離島特産品等マーケティング支援事業　実施状況

〈参考９〉平成23年度離島特産品等マーケティング支援事業　実施状況



＜参考10＞離島生活コスト低減実証事業＜参考10＞離島生活コスト低減実証事業＜参考10＞離島生活コスト低減実証事業＜参考10＞離島生活コスト低減実証事業

１ 事業概要１ 事業概要１ 事業概要１ 事業概要

（１）目的（１）目的（１）目的（１）目的

沖縄県の離島地域は、本土復帰以降、沖縄振興計画等に基づき各種の振

興策が講じられてきたが、主要市場から遠く離れ（遠隔性）、広大な海域

に散在し（散在性）、小規模離島が多い（狭小性）等の条件不利性に起因

する様々な課題を抱えており、沖縄本島地域等との格差が依然として存在

していることから、本事業においては、離島住民の割高な生活コストを軽

減し、離島の定住条件の整備を図るため、物価差が大きい小規模離島を中

心として、沖縄本島と離島の生活必需品の価格差を縮小していくことを目

的とする。

（２）内容（２）内容（２）内容（２）内容

離島における割高な生活コストを低減し、離島の定住条件の整備を図る

ため、沖縄本島から小規模離島を中心とする県内の有人離島へ輸送される

生活必需品の輸送経費等を助成する実証実験を行う。

・事業主体：県

・補助率：国８／10（沖縄振興特別推進交付金）

・事業期間：平成24年度～26年度（３年間程度実証実験を実施）

・対象市町村：平成24年度 座間味村、渡嘉敷村、北大東村、南大東村

・当初予算：Ｈ24年度 132,956千円

２ 具体的な取り組み２ 具体的な取り組み２ 具体的な取り組み２ 具体的な取り組み

沖縄本島から離島へ輸送され、離島の小売店で販売される生活必需品につ

いて、対象離島の小売店に生活必需品の卸売業務を行う事業者が負担する沖

縄本島から離島までの輸送経費及び離島の小売店への販売経費の一部に対し、

補助金を交付する。
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6
2

2
3
2
,
2
4
1

1
3
1
,
2
4
1

8
6
,
7
2
6

2
6
,
2
4
8

1
8
,
2
6
7

1
0
1
,
0
0
0

1
,
1
2
9
,
5
3
0

9
6
1
,
4
5
4

5
3
0
,
4
3
6

1
9
2
,
6
4
7

1
3
4
,
4
7
1

1
6
8
,
0
7
6

 
 
注

）
１

．
こ

の
表

は
沖

縄
開

発
庁

の
「

離
島

電
気

供
給

施
設

建
設

事
業

」
（

昭
和

5
4
年

～
6
2
年

度
）

に
よ

り
整

備
さ

れ
た

海
底

送
電

施
設

の
整

備
状

況
で

あ
る

。

 
 
 
 
 
 
２

．
市

町
村

費
等

の
欄

の
下

段
（

　
）

書
き

は
内

数
で

沖
縄

電
力

（
株

）
の

分
担

金

 
 
 
 
 
 
３

．
補

助
対

象
外

事
業

の
負

担
区

分
は

、
備

考
欄

に
記

載

６
　

離
島

電
気

供
給

施
設

整
備

事
業

離
 
島

 
名

市
町

村
名

布
設

距
離

㎞

区
　

間
事

業
主

体
施

行
年

度

負
担

区
分

備
考

総
事

業
費

補
助

対
象

事
 
業

 
費

補
助

対
象

事
業

補
助

対
象

外

事
　

業
　

費

4
9
,
4
0
8

Ｓ
5
9
～

6
0

1
8
8
,
3
0
0

1
3
8
,
8
9
2

9
0
,
7
4
3

2
7
,
7
7
8

2
0
,
3
7
1

西
表

島
舟

浮
竹

 
富

 
町

4
.
0

西
表

白
浜

～
舟

浮
竹

富
町

農
協



年
　
度

市
町
村
･
団
体
名

事
　
業
　
内
　
容

平
成
６
年
度

竹
　
 
富
　
 
町

天
文
タ
ワ
ー
完
成
Ｐ
Ｒ
イ
ベ
ン
ト

高
齢
者
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
建
設
事
業

（
単
位
：
千
円
）

年
　
度

市
町
村
･
団
体
名

事
　
業
　
内
　
容

高
齢
者
の
多
目
的
な
利
用
に
適
し
た
施
設

(
高
齢
者
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
)
の
整
備

過
疎
地
域
自
立
活
性
化
推
進
交
付
金
事
業

（
単
位
：
千
円
）

年
　
度

市
町
村
･
団
体
名

事
　
業
　
内
　
容

平
成
2
4
年
度

竹
富
町

島
産
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
し
た
雇
用
創
出

※
平
成
2
4
年
度
に
つ
い
て
は
予
算
額
を
記
載
。

1
1
,
2
9
4

5
,
1
5
0

2
,
5
7
5

７
　
総
務
省
補
助
事
業
の
実
績

過
疎
地
域
活
性
化
推
進
モ
デ
ル
事
業

（
単
位
：
千
円
）

総
事
業
費

国
　
庫

県
　
費

総
事
業
費

国
　
庫

昭
和
5
7
年
度

竹
 
　
富
　
 
町

6
8
,
1
9
2

9
,
7
0
0

1
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

総
事
業
費

国
　
庫



年
入

場
者

数
総

売
上

額

（
回

数
）

（
人

）
（

万
円

）

個
人

団
体

優
秀

賞
特

別
賞

1
9
8
9

(
第

1
回

)

6
7
,
0
0
0

7
4

3
,
0
5
3

台
湾
花
蓮
市
(
民
俗
舞
踊
)

奄
美
大
島
(
島
唄
)

八
丈
島
(
八
丈
太
鼓
)

－
－

－
－

1
9
9
0

(
第

2
回

)

7
5
,
0
0
0

9
4

5
,
5
7
3

金
澤
栄
社
中
(
津
軽
三
味
線
)

屋
久
島
(
益
救
神
太
鼓
)

八
丈
島
(
八
丈
太
鼓
)

－
－

－
－

1
9
9
１

(
第

3
回

)

8
1
,
0
0
0

1
0
0

6
,
1
1
7

韓
国
(
民
俗
舞
踊
)

佐
渡
島
(
鬼
太
鼓
)

－
－

－
－

1
9
9
2

(
第

4
回

)

7
8
,
0
0
0

1
0
3

5
,
7
0
8

韓
国
(
民
俗
舞
踊
)

種
子
島
(
ヨ
ン
シ
ー
)

－
－

紅
う
む
か
ん
(
伊
江
村
)

ﾒ
ｰ
ﾑ
ｲ
ｾ
ﾞ
ﾘ
ｰ
（
石
垣
市
)

イ
カ
の
塩
辛
(
勝
連
町
)

も
ず
く
佃
煮
(
伊
平
屋
村
)

1
9
9
3

(
第

5
回

)

8
4
,
0
0
0

1
1
3

6
,
8
8
5

－
－

－

ｼ
ｰ
ｼ
ﾞ
ｬ
ｰ
ｷ
ｰ
(
南
大
東
村
)

琉
球
国
王
の
里
(
伊
是
名
村
)

ｲ
ｶ
の
ｳ
ﾆ
漬
(
勝
連
町
浜
比
嘉
島
)

も
ず
く
よ
う
か
ん
(
伊
是
名
村
)

博
愛
漬
け
３
点
セ
ッ
ト
(
上
野
村
)

ﾊ
ﾟ
ﾊ
ﾟ
ｲ
ﾔ
ｾ
ﾞ
ﾘ
ｰ
(
下
地
町
)

1
9
9
4

(
第

6
回

)

9
4
,
0
0
0

1
1
4

7
,
5
6
8

－
－

－

黒
潮
の
香
り
(
伊
良
部
町
)

水
も
ち
(
平
良
市
)

蘭
の
塩
(
石
垣
市
)

大
東
よ
う
か
ん
(
南
大
東
村
)

宮
古
ﾊ
ﾑ
･
ｿ
ｰ
ｾ
ｰ
ｼ
ﾞ
(
上
野
村
)

ア
ー
サ
佃
煮
(
竹
富
町
)

ﾔ
ﾗ
ﾌ
ﾞ
ﾎ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
茶
托
(
石
垣
市
)

1
9
9
5

(
第

7
回

)

1
0
4
,
0
0
0

1
0
9

8
,
0
4
4

－
－

－

も
ず
も
ず
ち
ゃ
ん
(
伊
是
名
村
)

パ
パ
イ
ヤ
の
甘
酢
漬
(
下
地
町
)

石
垣
島
の
ﾎ
ｯ
ﾄ
ｿ
ｰ
ｽ
(
石
垣
市
)

ｷ
ｬ
ﾛ
ｯ
ﾄ
ｾ
ﾞ
ﾘ
ｰ
(
勝
連
町
)

磯
の
香
り
(
平
良
市
)

1
9
9
6

(
第

8
回

)

5
8
,
0
0
0

1
1
3

5
,
9
3
5

フ
ィ
リ
ピ
ン
(
民
俗
舞
踊
)

佐
渡
島
(
鬼
太
鼓
)

用
郷
友
会
(
奄
美
の
八
月
踊
り
)

鹿
児
島
県
名
瀬
市
(
特
産
品
出
展
)

平
田
大
一
(
竹
富
町
小
浜

島
)

佐
渡
山
正
光
(
平
良
市
)

慶
良
間
太
鼓
同
志
会
(
渡
嘉
敷
村
)

津
堅
特
産
物
加
工
研
究
会
(
勝
連
市
)

浜
ち
ゃ
ん
バ
ン
ド
(
南
大
東
村
)

海
の
幸
(
伊
良
部
町
)

ﾊ
ﾟ
ｯ
ｼ
ｮ
ﾝ
ﾌ
ﾙ
ｰ
ﾂ
(
平
良
市
)

あ
さ
ぎ
の
り
･
あ
ん
だ
み
す
詰
め

合
わ
せ
セ
ッ
ト
(
伊
是
名
村
)

プ
ル
プ
ル
(
伊
江
村
)

海
塩
壱
番
(
粟
国
村
)

久
米
島
特
産
や
き
み
そ
(
仲
里
村
)

だ
る
ま
形
バ
ッ
グ
(
下
地
町
)

1
9
9
7

(
第

9
回

)

1
1
2
,
0
0
0

1
1
8

9
,
0
9
6

奄
美
大
島
(
島
唄
)

鹿
児
島
県
名
瀬
市
(
特
産
品
出
展
)

川
満
信
子
(
平
良
市
)

與
那
国
光
子
(
竹
富
町
)

石
垣
市
織
物
事
業
協
同
組
合
(
石
垣
島
)

粟
国
村
農
漁
村
生
活
研
究
会
(
粟
国
島
)

伊
是
名
尚
円
太
鼓
(
伊
是
名
島
)

み
そ
ピ
ー
（
伊
江
村
）

長
命
草
そ
ば
(
与
那
国
町
)

い
ぜ
な
漬
(
伊
是
名
村
)

変
型
皿
セ
ッ
ト
(
下
地
町
)

1
9
9
8

(
第

1
0
回

)

1
1
5
,
0
0
0

1
2
4

8
,
8
2
5

奄
美
大
島
(
島
唄
)

喜
 
 
界
 
 
島
(
 
〃
 
)

長
崎
県
 
五
島
列
島
(
チ
ャ
ン
コ
コ
)

鹿
児
島
県
名
瀬
市
(
特
産
品
出
展
)

上
地
安
規
(
宮
古
島
)

蔵
下
芳
久
(
石
垣
島
)

大
東
太
鼓
碧
会
(
南
大
東
島
)

黒
島
公
民
館
(
黒
島
)

与
那
国
町
商
工
会
(
与
那
国
島
)

も
ず
く
め
ん
(
伊
平
屋
村
)

が
ん
じ
ゅ
う
ｿ
ｰ
ｾ
ｰ
ｼ
ﾞ
(
石
垣
市
)

パ
パ
イ
ヤ
の
梅
酢
づ
け
(
南
大
東
村
)

ピ
パ
ー
ズ
か
り
ん
と
う
(
石
垣
市
)

1
9
9
9

(
第

1
1
回

)

1
2
4
,
0
0
0

1
1
6

7
,
6
4
8

奄
美
大
島
(
島
唄
)

鹿
児
島
県
名
瀬
市
(
特
産
品
出
展
)

平
良
栄
康
(
宮
古
島
)

平
良
正
吉
(
宮
古
島
)

宮
古
島
物
産
振
興
会
(
宮
古
島
)

登
武
那
覇
太
鼓
(
久
米
島
)

南
大
東
村
農
漁
村
生
活
研
究
会
(
南
大
東

島
)

久
米
島
鶏
ス
モ
ー
ク
(
具
志
川
村
)

黒
麹
酢
(
石
垣
市
)

ま
ぐ
ろ
ジ
ャ
ー
キ
ー
(
渡
嘉
敷
村
)

ア
ロ
エ
入
り
お
い
し
い
た
れ
(
下
地
町
)

組
立
式
三
線
(
平
良
市
)

2
0
0
0

(
第

1
2
回

)

1
2
6
,
0
0
0

1
3
1

7
,
8
0
3

奄
美
大
島
(
島
唄
)

青
森
県
(
津
軽
三
味
線
)

ア
メ
リ
カ
(
ﾊ
ﾞ
ｲ
ﾛ
ﾝ
・
ｼ
ﾞ
ｮ
ｰ
ﾝ
ｽ
ﾞ
氏
：

三
味
線
)

鹿
児
島
県
名
瀬
市
(
特
産
品
出
展
)

曽
我
定
治
(
石
垣
市
)

知
念
正
光
(
伊
江
村
)

石
垣
市
特
産
品
振
興
会
(
石
垣
市
)

伊
良
部
町
商
工
会
青
年
部
(
伊
良
部
町
)

海
の
学
校
(
伊
平
屋
村
)

北
大
東
響
き
太
鼓
(
北
大
東
村
)

か
ぼ
ち
ゃ
畑
'
平
良
市
)

シ
ー
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
(
北
大
東
村
)

琉
夏
香
風
畑
ー
さ
と
う
き
び
ー

(
平
良
市
)

磯
の
香
り
油
み
そ
(
伊
是
名
村
)

み
そ
ク
ッ
キ
ー
(
具
志
川
村
)

み
っ
ち
ゃ
ん
家
の
タ
コ
く
ん
イ
カ
ち
ゃ

ん
(
石
垣
市
)

花
飾
り
(
石
垣
市
)

ミ
ン
サ
ー
ウ
ェ
ア
(
石
垣
市
)

８
　

離
島

フ
ェ

ア
開

催
実

績

出
展

数

（
業

者

・
団

体
）

 
県

外
か

ら
の

参
加

島
お

こ
し

奨
励

賞
優

良
特

産
品



年
入

場
者

数
総

売
上

額

（
回

数
）

（
人

）
（

万
円

）

個
人

団
体

優
秀

賞
特

別
賞

2
0
0
1

(
第

1
3
回

)

平
良
朝
幸
(
仲
里
村
)

平
良
清
子
(
平
良
市
)

伊
江
村
農
山
漁
村
生
活
研
究
会
(
伊
江
村
)

在
沖
与
那
国
郷
友
芸
能
愛
好
会
(
与
那
国
町
)

ﾊ
ﾟ
ｯ
ｼ
ｮ
ﾝ
ﾌ
ﾙ
ｰ
ﾂ
ｼ
ﾞ
ｭ
ｰ
ｽ
(
石
垣
市
)

き
び
み
そ
(
渡
名
喜
村
)

ミ
ン
サ
ー
ウ
ェ
ア
(
石
垣
市
)

雪
塩
(
上
野
村
)

も
ち
き
び
か
り
ん
と
う
(
粟
国
村
)

2
0
0
2

(
第

1
4
回

)

1
2
9
,
0
0
0

1
0
6

6
,
0
1
7

鹿
児
島
県
名
瀬
市
(
特
産

品
出
展
)

與
儀
栄
功
(
平
良
市
)

久
高
照
子
(
伊
良
部
町
)

－
－

萬
生
瓜
(
座
間
味
村
)

2
0
0
3

(
第

1
5
回

)

－

八
重
山
農
林
高
等
学
校
(
石
垣
市
)

手
づ
く
り
工
房
で
い
ご
館
(
平
良
市
)

伊
江
島
の
シ
モ
ン
せ
ん
べ
い
(
伊
江
村
)

お
ば
あ
の
珈
琲
さ
あ
(
う
ー
じ
キ
ャ
ラ
メ
ル
)
(
平

良
市
)

自
然
海
塩
 
石
垣
の
塩
(
石
垣
市
)

そ
て
つ
実
そ
(
粟
国
村
)

2
0
0
4

(
第

1
6
回

)

1
2
1
,
0
0
0

9
5

5
,
4
9
0

鹿
児
島
県
名
瀬
市
(
特
産

品
出
展
)

山
川
朝
源
(
与
那
国
町
)

宮
古
農
林
高
等
学
校
環
境
工
学
科
(
平
良
市
)

宮
古
サ
ッ
カ
ー
協
会
(
平
良
市
)

い
ぜ
な
8
8
ト
ラ
イ
ア
ス
ロ
ン
大
会
実
行
委
員

会
(
伊
是
名
村
)

と
か
し
き
島
む
ん
フ
ル
ー
ツ
ゼ
リ
ー
(
渡
嘉
敷

村
)

葉
面
散
布
材
ウ
ル
カ
ル
(
与
那
国
町
)

伊
江
島
ア
イ
ス
ク
リ
ー
ム
(
伊
江
村
)

幸
ち
ゃ
ん
４
点
セ
ッ
ト
(
伊
良
部
町
)

2
0
0
5

(
第

1
7
回

)

1
1
9
,
0
0
0

1
0
2

5
,
2
0
8

鹿
児
島
県
名
瀬
市
(
特
産

品
出
展
)

－

伊
江
島
一
周
マ
ラ
ソ
ン
大
会
実
行
委
員
会
(
伊

江
村
)

渡
名
喜
小
、
中
学
校
(
渡
名
喜
村
)

鳩
間
島
音
楽
祭
実
行
委
員
会
(
竹
富
町
)

与
那
国
島
国
際
カ
ジ
キ
釣
り
大
会
実
行
委
員

会
(
与
那
国
町
)

か
み
や
ー
き
小
ヘ
ル
シ
ー
か
ま
ぼ
こ
(
石
垣
市
)

ｺ
ﾞ
ｰ
ﾔ
ｰ
し
ゃ
き
し
ゃ
き
漬
け
「
ﾌ
ﾟ
ﾚ
ｰ
ﾝ
味
、
ﾊ
ｰ
ﾌ
ﾞ

味
、
唐
辛
子
味
」
(
石
垣
市
)

ウ
エ
ス
ト
ポ
ー
チ
(
石
垣
市
)

ﾄ
ﾞ
ﾗ
ｺ
ﾞ
ﾝ
ﾌ
ﾙ
ｰ
ﾂ
・
ｺ
ﾞ
ｰ
ﾔ
・
ﾊ
ﾟ
ﾊ
ﾟ
ｲ
ﾔ
か
り
ん
と
う
(
宮

古
島
市
)

2
0
0
6

(
第

1
8
回

)

1
3
3
,
0
0
0

9
8

5
,
3
5
5

鹿
児
島
県
奄
美
市
(
特
産

品
出
展
)

－

ｸ
ｲ
ﾁ
ｬ
ｰ
ﾌ
ｪ
ｽ
ﾃ
ｨ
ﾊ
ﾞ
ﾙ
実
行
委
員
会
(
宮
古
島
市
)

小
浜
青
年
会
(
竹
富
町
)

八
重
山
か
ま
ぼ
こ
ﾊ
ﾞ
ﾗ
ｴ
ﾃ
ｨ
ｰ
ｾ
ｯ
ﾄ
(
石
垣
市
)

石
垣
の
塩
ち
ん
す
こ
う
(
石
垣
市
)

琉
香
(
久
米
島
町
)

ケ
ー
キ
各
種
「
マ
ン
ゴ
ー
チ
ー
ズ
・
泡
盛
パ
イ

ン
・
黒
糖
バ
ナ
ナ
」
(
石
垣
市
)

ぎ
ん
ね
む
黄
金
「
ル
シ
ー
ナ
・
ゴ
ー
ル
ド
　
粒

状
・
茶
」
(
石
垣
市
)

2
0
0
7

(
第

1
9
回

)

1
2
7
,
0
0
0

1
0
0

5
,
6
4
8

鹿
児
島
県
奄
美
市
(
特
産

品
出
展
、
島
唄
)

－

伊
平
屋
ム
ー
ン
ラ
イ
ト
マ
ラ
ソ
ン
実
行
委
員

会
(
伊
平
屋
村
)

マ
ル
タ
工
芸
(
石
垣
市
)

ﾛ
ｰ
ｾ
ﾞ
ﾝ
ｺ
ﾝ
ﾌ
ｨ
ﾁ
ｭ
ｰ
ﾙ
(
宮
古
島
市
)

自
家
製
麺
(
長
命
草
ﾊ
ﾏ
ﾎ
ﾞ
ｳ
ﾌ
ｳ
麺
・
よ
も
ぎ

麺
)
(
石
垣
市
)

く
ろ
ち
ゃ
ん
ぼ
う
(
宮
古
島
市
)

ご
ー
や
ー
ジ
ャ
ム
(
宮
古
島
市
)

も
ち
き
び
ち
ん
す
こ
う
(
渡
名
喜
村
)

2
0
0
8

(
第

2
0
回

)

1
3
4
,
1
3
5

9
6

5
,
6
4
7

鹿
児
島
県
奄
美
市
(
特
産

品
出
展
、
島
唄
)

-

島
尻
自
治
会
(
宮
古
島
市
)

白
保
日
曜
市
運
営
組
合
(
石
垣
市
)

久
米
島
マ
ラ
ソ
ン
実
行
委
員
会
(
久
米
島
町
)

慶
良
間
で
真
っ
赤
に
実
っ
た
ロ
ー
ゼ
ル
ジ
ャ
ム

(
座
間
味
村
)

に
ん
じ
ん
ポ
リ
ポ
リ
(
渡
名
喜
村
)
黒
糖
キ
ャ
ラ

メ
ル
パ
ウ
ン
ド
ケ
ー
キ
(
伊
平
屋
村
)

宮
古
島
や
わ
ら
か
ｷ
ｬ
ﾗ
ﾒ
ﾙ
ｾ
ｯ
ﾄ
(
ﾏ
ﾝ
ｺ
ﾞ
ｰ
＆
ﾄ
ﾞ
ﾗ
ｺ
ﾞ
ﾝ
ﾌ

ﾙ
ｰ
ﾂ
)
(
宮
古
島
市
)

海
雲
ウ
ィ
ン
ナ
ー
(
座
間
味
村
)

冬
瓜
漬
け
(
伊
是
名
村
)

長
命
草
(
ﾎ
ﾞ
ﾀ
ﾝ
ﾎ
ﾞ
ｳ
ﾌ
ｳ
)
粉
末
(
与
那
国
町
)

2
0
0
9

(
第

2
1
回

)

1
2
8
,
5
5
5

1
0
2

5
,
6
5
2

鹿
児
島
県
奄
美
市
(
特
産

品
出
展
)

-

美
ぎ
島
ミ
ュ
ー
ジ
ッ
ク
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
実

行
委
員
会
（
宮
古
島
市
）

南
の
島
の
星
ま
つ
り
実
行
委
員
会
（
石
垣

市
）

久
米
島
ホ
タ
ル
の
会
（
久
米
島
町
）

星
に
願
い
を
（
石
垣
市
）

南
大
東
島
の
海
鮮
タ
コ
ラ
イ
ス
(
南
大
東
村
)

黒
麹
ド
レ
ッ
シ
ン
グ
も
ろ
み
黒
胡
麻
(
石
垣
市
)

も
ず
く
の
た
ま
ご
･
島
ト
ウ
ガ
ラ
シ
入
り
も
ず
く

の
た
ま
ご
（
タ
マ
ゴ
掛
け
ご
飯
専
用
モ
ズ
ク
佃

煮
）
(
伊
平
屋
村
)

く
め
じ
ま
ん
美
ら
泡
石
け
ん
(
久
米
島
町
)

　
資
料
：
離
島
フ
ェ
ア
開
催
実
行
委
員
会
事
務
局

８
　
離
島
フ
ェ
ア
開
催
実
績

出
展
数

（
業
者

・
団
体
）

 
県

外
か

ら
の

参
加

島
お

こ
し

奨
励

賞
優

良
特

産
品

（
台
風
接
近
の
た
め
当
日
の
イ
ベ
ン
ト
は
中
止
）

（
台
風
接
近
の
た
め
当
日
の
イ
ベ
ン
ト
は
中
止
）



年
入
場
者
数

総
売
上
額

（
回
数
）

（
人
）

（
万
円
）

個
人

団
体

優
秀
賞

特
別
賞

2
0
1
0

(
第
2
2
回
)

1
1
3
,
4
1
0

1
1
7

5
,
1
7
2

鹿
児
島
県
奄
美
市
(
特
産

品
出
展
)

當
山
清
林
（
渡
嘉
敷
村
）

池
田
　
卓
（
竹
富
町
）

チ
ャ
リ
テ
ィ
ー
フ
ェ
ス
タ
実
行
委
員
会
（
宮

古
島
市
）

沖
縄
県
立
八
重
山
農
林
高
等
学
校

食
品
製
造
科
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
（
石
垣

市
）

特
定
非
営
利
法
人
島
の
風

（
伊
是
名
村
）

舟
浮
音
祭
り
実
行
委
員
会
（
竹
富
町
）

宮
古
島
マ
ン
ゴ
ー
ジ
ュ
レ
（
宮
古
島
市
）

伊
江
島
ら
っ
き
ょ
う
ド
レ
ッ
シ
ン
グ
（
伊
江

村
）

カ
ジ
キ
の
カ
ン
ダ
イ
イ
ユ

（
与
那
国
町
）

島
ち
ん
す
こ
う
（
石
垣
市
）

パ
ッ
シ
ョ
ン
フ
ル
ー
ツ
ジ
ュ
ー
ス
1
0
0
％
（
石
垣

市
）

黒
糖
恋
乳
・
黒
糖
恋
乳
キ
ャ
ラ
メ
ル
味
（
伊
平

屋
村
）

2
0
1
1

(
第
2
3
回
)

1
3
0
,
3
6
5

1
0
6

4
,
9
9
7

鹿
児
島
県
奄
美
市
(
特
産

品
出
展
)

島
仲
　
久
（
竹
富
町
）

宮
古
島
ま
も
る
君
(
宮
古
島
市
)

「
人
魚
の
里
」
星
野
夏
ま
つ
り
実
行
委
員
会

（
石
垣
市
）

渡
嘉
敷
村
青
年
会
（
渡
嘉
敷
村
）

座
間
味
島
フ
ァ
ン
感
謝
月
間
実
行
委
員
会

（
座
間
味
村
）

伊
江
漁
協
協
同
組
合
（
伊
江
村
）

イ
エ
ラ
ム
サ
ン
タ
マ
リ
ア
（
伊
江
村
）

Z
u
 
P
a
t
e
（
ズ
・
パ
テ
）
（
バ
ジ
ル
／
プ
レ
ー

ン
）
（
宮
古
島
市
）

極
糖
泡
盛
パ
ウ
ン
ド
ケ
ー
キ
（
宮
古
島
市
）

洋
風
四
弦
（
宮
古
島
市
）

夜
空
の
石
垣
島
ド
レ
ッ
シ
ン
グ
（
石
垣
市
）

津
堅
島
に
ん
じ
ん
パ
ウ
ダ
ー
（
う
る
ま
市
）

久
米
島
美
人
み
そ
　
コ
ラ
ー
ゲ
ン
入
り
（
久
米

島
町
）

2
0
1
2

(
第
2
4
回
)

1
4
8
,
6
8
5

1
0
4

5
,
4
9
4

鹿
児
島
県
奄
美
市
(
特
産

品
出
展
)

－

一
般
社
団
法
人
伊
江
島
観
光
協
会
（
伊
江

島
村
）

慶
留
間
青
年
会
(
座
間
味
村
)

オ
キ
ナ
ワ
ン
ソ
ト
ラ
ム
（
オ
キ
ナ
ワ
ン
モ
ヒ
ー

ト
・
オ
キ
ナ
ワ
ン
リ
ブ
レ
）
（
伊
江
村
）

ざ
ま
み
の
山
桃
酒
（
座
間
味
村
）

島
の
タ
ル
ト

（
マ
ン
ゴ
ー
・
グ
リ
ー
ン
マ
ン
ゴ
ー
・
黒
糖
）

（
宮
古
島
市
）

ア
サ
ヒ
ガ
二
汁
セ
ッ
ト
（
伊
平
屋
村
）

完
熟
パ
パ
イ
ヤ
＆
シ
ー
ク
ヮ
ー
サ
ー
フ
ル
ー
ツ

ソ
ー
ス
（
渡
嘉
敷
村
）

宮
古
島
ガ
レ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（
紫
芋
＆
マ
ン

ゴ
ー
）
（
宮
古
島
市
）

三
線
立
て
（
３
丁
立
て
）
（
宮
古
島
市
）

　
資
料
：
離
島
フ
ェ
ア
開
催
実
行
委
員
会
事
務
局

８
　
離
島
フ
ェ
ア
開
催
実
績

出
展
数

（
業
者

・
団
体
）

 
県
外
か
ら
の
参
加

島
お
こ
し
奨
励
賞

優
良
特
産
品



（
単

位
：

千
円

）

年
度

市
町

村
名

事
業

名
事

業
区

分
補

助
金

額
事

業
費

H
1
1

与
那

国
町

姉
妹

都
市

親
善

交
流

事
業

人
材

育
成

事
業

1
,
8
0
0

3
,
7
3
3

H
1
3

竹
富

町
「

ち
ゅ

ら
さ

ん
」

祭
地

域
戦

略
ｲ
ﾍ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
事

業
5
,
0
0
0

1
1
,
7
5
2

与
那

国
町

第
1
2
回

日
本

最
西

端
与

那
国

島
国

際
カ

ジ
キ

釣
り

大
会

地
域

戦
略

ｲ
ﾍ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
事

業
3
,
5
0
0

9
,
3
1
7

H
1
4

石
垣

市
健

康
食

品
薬

草
開

発
調

査
事

業
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

事
業

3
,
7
5
0

7
,
5
0
2

与
那

国
町

姉
妹

都
市

交
流

親
善

事
業

人
材

育
成

事
業

1
,
7
5
5

1
4
,
0
7
7

H
1
6

石
垣

市
ゆ

ら
て

ぃ
く

白
保

村
体

験
事

業
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

事
業

3
,
0
0
0

6
,
0
0
4

　
資

料
：

企
画

開
発

部
　

地
域

・
離

島
振

興
局

　
地

域
・

離
島

課
 
（

現
：

企
画

部
　

地
域

・
離

島
課

）

　
　

注
）

１
．

平
成

1
0
年

度
か

ら
1
3
年

度
ま

で
は

、
離

島
・

過
疎

地
域

ふ
る

さ
と

活
性

化
推

進
事

業

　
　

　
　

２
．

〔
事

業
の

内
容

〕
離

島
・

過
疎

地
域

の
有

す
る

豊
か

な
自

然
環

境
や

伝
統

文
化

等
を

有
効

な
地

域
資

源
と

し
て

活
用

し
、

９
　
離
島
・
過
疎
地
域
ふ
る
さ
と
づ
く
り
支
援
事
業
実
績

　
　

　
　

　
地

域
住

民
が

主
体

と
な

っ
て

取
り

組
む

地
域

づ
く

り
の

た
め

の
ソ

フ
ト

事
業

に
対

し
て

補
助

す
る

。
（

H
1
6
年

度
を

も
っ

て

　
　

　
　

　
事

業
終

了
）



（
単
位
：
千
円
）

市
町

村
名

平
成
1
9
年
度

平
成
2
0
年
度

平
成
2
1
年
度

平
成
2
2
年
度

平
成
2
3
年
度

合
計

竹
富

町
1
1
3
,
2
0
0

1
6
5
,
0
0
0

1
3
7
,
9
0
0

4
4
6
,
0
0
0

2
7
8
,
9
0
0

1
,
1
4
1
,
0
0
0

与
那

国
町

1
2
,
9
0
0

3
6
,
8
0
0

1
1
2
,
6
0
0

5
2
,
3
0
0

1
1
8
,
2
0
0

3
3
2
,
8
0
0

石
垣

市
5
2
5
,
0
0
0

6
0
4
,
4
0
0

6
3
6
,
4
0
0

3
3
1
,
4
0
0

5
1
7
,
6
0
0

2
,
6
1
4
,
8
0
0

 
 
 
資
料
：
企
画
部
 
地
域
・
離
島
課

1
0
　

辺
地

対
策

事
業

債
市

町
村

別
同

意
（

又
は

許
可

）
額

内
訳

（
過

去
５

年
間

）



（
単
位
：
千
円
）

市
町

村
名

平
成

1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
合

計

竹
富

町
9
,
0
0
0

1
5
,
8
0
0

0
8
6
,
0
0
0

2
2
1
,
5
0
0

1
1
0
,
8
0
0

与
那

国
町

0
0

2
7
,
0
0
0

3
7
7
,
2
0
0

5
6
,
8
0
0

4
0
4
,
2
0
0

石
垣

市

 
 
 
資
料
：
企
画
部
 
地
域
・
離
島
課

1
1
　
過
疎
対
策
事
業
債
市
町
村
別
同
意
（
又
は
許
可
）
額
内
訳
（
過
去
５
年
間
）



（単位：千円）

年　度　

施　 設　

１法人に対する出資

２市町村道・橋りょう 34,900 39,000 73,900

３農道・林道 14,200 13,200 27,400

４林業用作業路

５漁港・漁港関連道

６港湾施設

７地場産業振興施設 11,800 95,400 41,500 425,300 75,300 649,300

８観光･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 311,100 467,700 565,600 87,100 164,300 1,595,800

９農林漁業経営近代化施設 721,100 463,100 594,200 523,300 660,700 2,962,400

10商店街振興施設

　　　小　　　　　　計 1,044,000 1,075,300 1,253,500 1,035,700 900,300 5,308,800

11市町村道・橋りょう 421,600 455,500 302,500 209,200 409,400 1,798,200

12農道・林道 27,500 66,500 51,800 7,200 5,100 158,100

13電気通信施設 62,500 30,100 34,400 59,300 68,800 255,100

14自動車・雪上車 0

15渡船施設 50,000 100,000 150,000

16除雪機械 0

　　　小　　　　　　計 511,600 552,100 388,700 325,700 583,300 2,361,400

17下水処理施設 24,500 39,000 45,700 173,300 206,800 489,300

18消防施設 26,900 119,600 1,700 1,800 27,600 177,600

19高齢者福祉増進施設 115,800 115,800

20保育所・児童館 118,900 107,500 20,000 15,000 261,400

21認定こども園

22母子健康センター 0

23診療施設 26,700 26,700

24簡易水道施設(飲用水供給施設) 43,000 107,400 150,400

　　　小　　　　　　計 51,400 393,300 181,600 238,100 356,800 1,221,200

25小・中学校校舎・屋体・寄宿舎

26図書館

27市町村立の幼稚園

28へき地集会室 19,700 19,700

29小規模校校舎

30学校給食施設 15,600 35,600 51,200

31教職員住宅 20,400 15,700 19,500 162,200 217,800

32通学施設 5,000 5,000

33公民館 80,000 75,000 155,000

34その他の集会施設 193,500 50,000 243,500

35住民のﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設

36地域文化振興施設

　　　小　　　　　　計 313,800 106,000 90,700 19,500 162,200 692,200

37移転跡地

38移転先地

39定住促進団地

　　　小　　　　　　計

40電灯用電気供給施設 0

41自然エネルギーを利用するための施設・設備

42過疎地域自立促進特別事業

    合               計 1,920,800 2,126,700 1,914,500 1,619,000 2,002,600 9,583,600

資料：企画部 地域・離島課

産

業

振

興

施

設

交

通

通

信

施

設

厚

生

施

設

教

育

文

化

施

設

集

落

設

備

12  辺地対策事業債施設別同意（又は許可）額内訳（過去５年間）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 合　　計



（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　年　　度

施　 　設　

１法人に対する出資 0

２市町村道・橋りょう 76,400 41,900 88,400 206,700

３農道・林道 6,100 13,900 11,900 14,900 87,000 133,800

４林業用作業路 0

５漁港・漁港関連道 15,100 11,500 8,300 35,600 19,500 90,000

６港湾施設 198,400 198,400

７地場産業振興施設 46,300 315,800 362,100

８観光･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 156,300 215,500 115,500 235,300 64,800 787,400

９農林漁業経営近代化施設 111,400 23,800 12,800 76,500 89,000 313,500

10商店街振興施設 4,500 4,500

　　　小　　　　　　計 411,600 306,600 241,400 560,700 576,100 2,096,400

11市町村道・橋りょう 402,000 331,900 364,900 206,100 261,600 1,566,500

12農道・林道 0

13電気通信施設 9,600 100,000 498,800 608,400

14自動車・雪上車 15,100 5,400 20,500

15渡船施設 0

16除雪機械 0

　　　小　　　　　　計 411,600 431,900 380,000 206,100 765,800 2,195,400

17下水処理施設 29,300 41,000 30,600 22,400 19,700 143,000

18消防施設 17,100 2,100 67,300 81,200 167,700

19高齢者福祉増進施設 27,000 27,000

20保育所・児童館 6,500 23,000 26,300 18,100 73,900

21認定こども園(※） 0

22市町村保健センター等 0

23診療施設 14,900 14,900

24簡易水道施設(飲用水供給施設) 59,500 59,900 25,200 61,300 80,900 286,800

　　　小　　　　　　計 95,300 118,000 80,900 192,200 226,900 713,300

25小・中学校校舎・屋体・寄宿舎 563,600 751,700 1,315,300

26図書館(※） 0

27市町村立の幼稚園(※） 19,700 19,700

28へき地集会室 0

29小規模校校舎 0

30学校給食施設 23,000 23,000

31教職員住宅 27,900 27,900

32通学施設 19,500 19,500

33公民館 0

34その他の集会施設 283,900 544,300 158,700 986,900

35住民のﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 29,500 240,900 35,600 306,000

36地域文化振興施設 3,400 3,400 1,800 4,000 2,900 15,500

　　　小　　　　　　計 316,800 567,200 429,300 626,200 774,300 2,713,800

37移転跡地 0

38移転先地 0

39定住促進団地 46,600 46,600

　　　小　　　　　　計 0 0 0 0 46,600 46,600

40電灯用電気供給施設 0

41自然エネルギーを利用するための施設・設備(※) 0

42過疎地域自立促進特別事業(※) 421,500 591,700 1,013,200

    合               計 1,235,300 1,423,700 1,131,600 2,006,700 2,981,400 8,778,700

資料：企画部 地域・離島課

注）平成22年度より21、26、27、41、42が追加。「過疎地域自立促進特別措置法」の改正によるもの。

要件緩和により・・「25統合校舎・　・」は「25小･中学校校舎・　･　・」へ施設名変更
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13  過疎対策事業債施設別同意（又は許可）額内訳（過去５年間）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 合　　計
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国 県
市町村

国 県
市町村

１　産業の振興

１　産業の振興１　産業の振興

１　産業の振興

県営畑地帯総合整備事業(県) ○農業用排水・区画整理等

・受益面積10ha以上

　　（担い手育成型　10ha以上）

　　（担い手支援型　20ha以上）

75 14.5 10.5 75 16.5 8.5 土地改良法

土地改良事業関

係補助金交付要

綱

農地水利課

経営体育成基盤整備事業(県) ○区画整理・農道・暗渠排水等

・受益面積20ha以上

75 14.5 10.5 75 16.5 8.5 〃 〃

県営かんがい排水事業(県) ○農業用排水施設の新設、廃止又は改良

○ダム建設、畑地かんがい施設等の整備

・受益面積　  水田：100ha以上

　　　　　　　畑  ：50ha以上

80 11 9 80 15.5 4.5 〃 〃

県営地域用水環境整備事業

(県)

○親水景観保全・利用保全・生態系保全施

設等の整備

・総事業費３千万円以上

2/3 0.4/3 0.6/3 2/3 0.5/3 0.5/3 農村整備事業補

助金交付要綱

〃

地域用水環境整備統合補助事

業

(市町村・土地改良区)

○親水景観保全・利用保全・生態系保全施

設等の整備

2/3 0.4/3 0.6/3 2/3 0.5/3 0.5/3 農村整備事業統

合補助金交付要

綱

〃

県営通作条件整備事業(県) ○農道の新設、改良

・受益面積50ha以上(過疎地域30ha以上)

・車道幅員4.5m以上(過疎地域4.0m以上)

  85

(85)

  7.5

(15)

  7.5

(0)

  85

(85)

  10.5

(15)

   5.0

(0)

土地改良法

農道整備実施要

綱

農山漁村地域整

備交付金交付要

綱

農村整備課

※負担割合

の ( )書き

は、過疎地

域

農山漁村活性化プロジェクト

支援交付金

○農業生産基盤整備

　①農業用用排水施設②農道

　③暗渠排水　　　　④客土

　⑤区画整理　　　　⑥農用地保全

　⑦農地造成　　　　⑧土地改良施設保全

　⑨交換分合　　　　⑩営農用水施設

　⑪農業集落道　　  ⑫防災安全施設

　⑬農用地等集団化

・ｱ　①～⑤のうちいずれか、又は２以上受

益面積５ha以上

・ｲ　ｱと併せて⑥～⑬を行うもの

80 11 9 80 15.5 4.5 土地改良法

沖縄県農山漁村

活性化プロジェ

クト支援交付金

交付要綱（県）

農山漁村活性化

法

農地水利

課

水質保全対策事業(耕土流出

防止型)(県)

「耕土流出防止環境保全計画」に基づく土

砂流出防止対策工の実施

①承水路、排水施設、沈砂池等の整備

②法面保護、植生工、勾配抑制

・受益面積20ha以上

75 12.5 12.5 75 15 10 農地防災事業実

施要綱

〃

水質保全対策事業(耕土流出

防止型)(市町村)

「耕土流出防止環境保全計画」に基づく土

砂流出防止対策工の実施

①承水路、排水施設、沈砂池等の整備

②法面保護、植生工、勾配抑制

・受益面積10ha以上

75 12.5 12.5 75 15 10 農地防災事業実

施要綱

〃

県営農地保全整備事業(県) ○農用地侵食防止工事

　①農用地の侵食、崩壊を防止するための

　排水施設等の新設若しくは改修

　②風害若しくは潮害を防止するために行

　う防風施設の整備

・受益面積20ha以上

○特殊農地保全整備工事

農地侵食防止工事と受益面積がおおむね3分

の2以上が重複するほ場整備及び畑地かんが

い施設整備

・ほ場整備

     受益面積おおむね５ha以上

・畑地かんがい施設整備

     面積おおむね20ha以上

80

75

80

10

14.5

11

10

10.5

9

80

75

80

15

16.5

15.5

5

8.5

4.5

土地改良法

農山漁村地域整

備交付金交付要

綱

農村整備課

16　離島市町村に対する行財政上の支援措置

平成24年11月現在

事業名 事業内容・採択基準等

負担割合

根拠法令等 担当課本島地域 離島地域



国 県
市町村

国 県
市町村

１　産業の振興

１　産業の振興１　産業の振興

１　産業の振興

団体営農保地全整備事業

（市町村・土地改良区等）

○農地侵食防止工事

　①農用地の浸食、崩壊を防止するた

　めの排水施設等の新設若しくは改修

　②風害若しくは潮害を防止するため

　に行う防風施設の整備

・受益面積10ha以上

○特殊農地保全整備工事

農地浸食防止工事と受益面積がおおむね

3分の2以上が重複するほ場整備及び畑地

かんがい施設整備

・ほ場整備

　受益面積おおむね5ha以上

・畑地かんがい施設整備

　受益面積制限なし

80

75

80

10

14.5

11

10

10.5

9

80

75

80

15

16.5

15.5

5

8.5

4.5

土地改良法

農山漁村地域整

備交付金交付要

綱

土地改良事業等

補助金交付要綱

（県）

農村整備課

団体営ため池等整備事業

（市町村）

○農用地、農業用施設等の災害を防止す

るために行う、ため池整備工事及び排水

施設整備工事

・総事業費800万円以上

○土砂崩壊防止工事

・総工事費800万円以上

80 11 9 80 15.5 4.5 土地改良法

農山漁村地域整

備交付金交付要

綱

土地改良事業等

補助金交付要綱

（県）

〃

含みつ糖振興対策事業費

（沖縄県糖業振興協会）

○含みつ糖製造事業者（伊平屋村、伊江

村、粟国村、多良間村、竹富町、（西表

島、小浜島、波照間島）、与那国町）の

経営安定を図るため、含みつ糖生産条件

不利補正対策事業等の助成を行う。

80 20 沖縄振興特別措

置法

沖縄振興特別推

進交付金交付要

綱

沖縄県糖業振興

対策費補助金交

付要綱

糖業農産課

園芸拠点産地強化事業

（市町村、農業協同組合、

広域事業主体、営農集団）

○園芸作物のブランド産地育成を図るた

め生産条件整備、実証展示設置等を行

う。

・農業振興地域の農用地区域内

・産地協議会を設置していること

・事業実施主体が、市町村、JA、2戸以

上からなる営農集団等

・共同利用施設については園芸施設共済

に加入

1/3 2/3 1/3 2/3

園芸拠点産地強

化事業補助金交

付要綱

園芸振興課

農業集落排水事業(市町村等) ○し尿・生活雑排水等の汚水又は雨水を処

理する施設を整備する。

・受益戸数が概ね10戸以上で、末端の受益

が２戸以上

・処理対象人口が概ね1,000人程度に相当す

　る規模以下

・農業振興地域であること

75 12.5 12.5 75 15 10

農山漁村地域整備交付

金交付要綱

土地改良事業等補助金

交付要綱(県)

農村整備課

農地環境整備事業(市町村等) ○耕作放棄に伴う悪影響の除去と優良農地

の保全を計画的に一体的に整備を行う

   1.農業生産基盤整備事業

　 ①区画整理事業

   ②水田転換を行う事業

   ③農業用用排水施設整備事業

   ④農地保全事業

   ⑤農道整備事業

   ⑥暗渠排水事業

２．保全管理等事業

　 ①高付加価値農業基盤整備事業

   ②附帯事業

　 ③農地整備事業

   ④市民農園等整備事業

　 ⑤生態系保全施設等整備事業

　 ⑥遊水池整備事業

   ⑦土地改良施設の撤去及び跡地整備

   ⑧交換分合事業

３．特認事業

   ①特認事業

・事業実施地域の農地面積に対して、事業

の受益となる生産区域の農地面積の割合が

７割以上確保できること

  75  12.5

(14.5)

 12.5

(10.5)

75   15

(16.5)

  10

(8.5)

土地改良法

農山漁村地域整

備交付金交付要

綱

土地改良事業等

補助金交付要綱

(県)

〃

※（）は

ほ場整備の

負担割合

16　離島市町村に対する行財政上の支援措置（つづき）

平成24年11月現在

事業名 事業内容・採択基準等

負担割合

根拠法令等 担当課本島地域 離島地域



国 県
市町村

国 県
市町村

１　産業の振興

１　産業の振興１　産業の振興

１　産業の振興

村づくり交付金事業(市町村) ○農業生産基盤整備

○集落基盤整備

○市町村創造型整備

・村づくり計画が策定されていること。

・総事業費が２億円以上

・農業生産基盤と農村集落基盤の総合的な

整備を行うもの。

70

12

（14）

18

（16）

70 15

(16.5)

15

(13.5)

土地改良法

村づくり交付金

実施要綱

村づくり交付金

交付要綱

農村整備課

※負担割合

の()書き

は、ほ場整

備、農用地

改良保全の

場合

漁港関連道整備事業(市町村) ○主要漁港関連道整備

・事業費：１億円以上６億円未満

○主要漁港付帯道路整備

・事業費：主要関連道に関する事業費の１

/2以内,５千万円以上(以下削除)

○主要漁港以外の漁港関連道整備

・事業費：５千万以上６億円未満

80

50

50

10

30

30

10

20

20

80

50

50

10

40

40

10

10

10

沖縄県漁港漁場

関係事業補助金

交付要綱

漁港漁場課

漁業集落環境整備事業

(市町村)

○漁業集落道、集落排水施設、水産飲雑

用、水施設、防災安全施設、広場・緑地等

の整備及び用地整備

・集落人口規模：50人以上５千人以下

・漁業依存度又は漁家比率が１位であるこ

と

・総事業費３千万円以上

55 22.5 22.5 55 27.5 17.5 〃 〃

漁港環境整備事業(市町村) ○植栽、休憩所、運動施設等の整備及び水

域環境の保全

・全体計画面積が2,500㎡以上、ただし、第

１種、第２種漁港については1,200㎡

・施設を利用すると見込まれる人数(一日平

均の当該施設利用者人数)で除した場合に、

原則計画利用者人数一人につき１５㎡以下

の面積になる場合に限る。

・総事業費５千万円以上

50 25 25 50 30 20 〃 〃

漁村再生交付金(市町村) ○地域の既存ストックの有効活用等を通じ

た、生産基盤と生活環境基盤の効率的整備

を推進し、漁村の再生を支援

・総事業費が１億円以上20億円以下のもの

75

75

10

10

15

15

75

75

20

12.5

5

12.5

〃 　　〃

負担割合欄

で上段は漁

港施設の場

合

下段は

①漁場施設

②環境施設

③集落環境

施設

④漁村再生

施設

の場合

中山間総合整備事業 ○農業生産基盤整備

○農村生活環境基盤整備

○生態系保全施設設備　等

・林野率が50％以上

・主傾斜がおおむね100分の１以上

・農用地の面積が当該地域の50％以上　等

75

(75)

12.5

(14.5)

12.5

(10.5)

75

(75)

15

(16.5)

10

(8.5)

土地改良法

農山漁村地域整

備交付金交付要

綱

農村整備課

地域農業水利施設ストックマ

ネジメント事業

○機能保全計画作成

①末端支配面積100ha以上の施設

②予防的対策が有効と見込まれる施設

○対策工事・緊急工事

①地区受益面積100ha以上であること

　（事業により機能保全計画を作成してい

なけ

　　れば10ha以上）

50

80

20

8

30

12

50

80

20

8

30

12

土地改良法

地域農業水利施

設ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事

業実施要綱

土地改良事業等

補助金交付要綱

村づくり計

画課

分みつ糖振興対策支援事業費

（(社)沖縄県糖業振興協会）

○分みつ糖製造事業者（伊是名村、久米島

町、北大東村、南大東村、宮古島市（宮古

島、伊良部島）、石垣市）の経営安定を目

的に、気象災害対策や合理化対策等に必要

な支援措置を行う。

1/2以

内

6/10以

内

 定額

1/2以

内

6/10以

内

定額

沖縄振興特別推

進交付金交付要

綱

沖縄県糖業振興

対策費補助金交

付要綱

糖業農産課

16　離島市町村に対する行財政上の支援措置（つづき）

平成24年11月現在

事業名 事業内容・採択基準等

負担割合

根拠法令等 担当課本島地域 離島地域



16　離島市町村に対する行財政上の支援措置（つづき）

平成24年11月現在

国 県
市町村

国 県
市町村

１　産業の振興

１　産業の振興１　産業の振興

１　産業の振興

製糖関連施設緊急整備対策事

業

○分みつ糖製造事業者（うるま市、伊是名

村、久米島町、南大東村、宮古島市、石垣

市）が事業実施主体となる、さとうきびの

生産回復に取り組む分蜜糖製糖事業者に対

し、製糖関連施設の機能強化に必要な支援

措置を行う。

6/10以

内

6/10以

内

製糖関連施設緊

急整備対策事業

費補助金交付要

綱

産地活性化総合

対策事業推進費

補助金等交付要

綱

〃

沖縄離島振興特別対策事業 ○離島地域を対象に、地域の活性化に資す

る特産品加工施設整備などへの支援を行う

ことにより、産業の振興や雇用の確保等を

図り、もって県全体の自立経済の構築に資

する。

※国直接補助事業（県予算措置なし）

8/10 2/10 沖縄離島振興特

別対策事業補助

金交付要綱

地域・離島

課

２　交通通信体系の整備

２　交通通信体系の整備２　交通通信体系の整備

２　交通通信体系の整備

離島空路確保対策事業 ○運航費補助金の交付決定の前年度におい

て、経常損失を計上している離島航空路線

のうち、一定の要件に該当する路線に対す

る運航費補助事業

・国庫補助対象路線

・単独補助対象路線

 

　1/2 1/3

1/3

1/6

1/3

沖縄県国庫補助

対象離島航空路

線運航費補助金

交付要綱

沖縄県単独補助

対象離島航空路

線運航費補助金

交付要綱

交通政策課

離島航路補助事業(離島市町

村及び民間の離島航路事業

者)

○離島航路の運営により生じた欠損額に対

する補助事業

・沖縄本島と離島、離島相互間又は同一離

島内の地点間を連絡する航路

・他に交通機関がない地点間又は他の交通

機関によることが著しく不便である地点間

を連絡する航路

・関係住民のほか、郵便物又は生活必需

品、主要物資等を輸送している航路

実績欠

損額又

は標準

欠損額

のいず

れか低

い額

実績欠

損額か

ら国の

補助額

を差し

引いた

額の

2/3

実績欠

損額か

ら国の

補助額

を差し

引いた

額の

1/3

離島航路整備法

沖縄県地域公共

交通（離島航

路）改善事業費

補助金交付要綱

　　〃

＊実績欠損

額から国の

補助額を差

し引いた額

について、

平成17年度

より市町村

負担を導

入。

生活バス路線確保対策補助事

業(市町村)

○生活バス路線の運行によって生じた欠損

額及び車輌購入費に対する補助事業

・生活バス路線の運行を行う市町村又はバ

ス事業者に対し補助を行う市町村

・離島・過疎地域については補助要件及び

補助限度額を緩和

1/2 1/2 1/2 1/2 沖縄県生活バス

路線確保対策補

助金交付要綱

　　〃

＊平成17年

度に要綱改

正

３　生活環境等の整備

３　生活環境等の整備３　生活環境等の整備

３　生活環境等の整備

離島・過疎地域簡易水道振興

事業(市町村)

○離島・過疎地域市町村が国庫補助を受け

て実施する簡易水道事業の町村負担分の一

部について、県補助を行う。

　①海水・かん水淡水化施設

　②その他特に必要と認められるもの

○離島・過疎地域市町村が実施する簡易水

道事業で国の補助事業として、補助の採択

基準上採択されないものについて、県補助

を行う。

2/3 国庫補

助金及

び過疎

債又は

辺地債

相当額

を除い

た町村

負担額

の1/3

以内

過疎債

又は辺

地債相

当額を

除いた

町村負

担額の

1/2以

内

 5/18

3/4

離島・過疎地域

簡易水道振興事

業取扱要領

生活衛生課

火葬場建設事業(市町村) ○離島町村が行う火葬場整備に要する経費

に対し、補助対象経費の1/2以内について県

補助を行う。

○炉体、建物及び燃料保管施設の新設等の

本体工事

1/2

以内

町村

1/2

火葬場整備事業

補助金交付要綱

生活衛生課

へき地患者輸送車(艇)整備事

業

○離島へき地における医療に恵まれない地

域住民の医療を確保するため、患者輸送用

マイクロバス・ワゴン車等を購入整備する

・整備しようとする場所を中心に概ね半径

４kmの区域内に医療機関がなく区域内人口

が原則50人以上。

  かつ当該場所から最寄りの医療機関まで

通常の交通機関を利用して(交通機関を利用

できない地域は徒歩で)15分以上を要する地

域。

1/2 1/2 1/2 1/2 沖縄振興特別措

置法89条

医療施設等設備

整備費補助金交

付要綱

医務課

事業名 事業内容・採択基準等

負担割合

根拠法令等 担当課本島地域 離島地域



国 県

市町村

国 県

市町村

３　生活環境等の整備

３　生活環境等の整備３　生活環境等の整備

３　生活環境等の整備

へき地診療所施設設備整備事

業

○無医地区等において診療所(診療室・処置室・

薬剤室・Ｘ線室・暗室・待合室・看護師居室

等)、医師住宅及び看護師住宅及び医療機器の整

備をすることにより、地域住民の医療を確保す

る。

・へき地診療所を設置しようとする場所を中心

として概ね半径４kmの区域内に医療機関がな

く、その区域内人口が原則として1,000人以上。

かつ診療所の設置予定地から最寄医療機関まで

通常の交通機関を利用して30分以上(通常の交通

機関を利用できない場合は徒歩で30分以上)要す

る地域。

・沖縄振興特別措置法第３条第３項の規定に基

づく指定地区でかつ医療機関のない離島のう

3/4 1/4 3/4 1/4 沖縄振興特別措置

法第89条

医療施設等設備整

備費補助金交付要

綱

医療施設等施設整

備費補助金交付要

綱

医務課

へき地診療所運営費補助事業 ○医療に恵まれない離島・へき地等住民の医療

を確保するため、赤字運営の市町村立診療所の

運営費を助成し、診療所の機能を維持する。

・市町村直営のへき地診療所で補助金交付要綱

に定める基準額より診療収入が下回る場合。

3/4 1/4 3/4 1/4 沖縄振興特別措置

法第89条

医療施設等運営費

補助金交付要綱

〃

へき地保健指導所運営事業費

補助

○無医地区等において、保健医療の機会に恵ま

れない住民に対する保健指導の強化を図るた

め、市町村が実施する事業に対し運営費を補助

1/2 1/2 1/2 1/2 医療施設等運営費

補助金交付要綱

〃

沖縄県国民健康保険調整交付

金（保健事業）

○離島市町村における特定健康診査（集団健

診）の実施にかかる旅費の２分の１を助成す

る。

※市町村負担1/2については、国調整交付金にお

いて同様の助成事業あり。実質的に市町村の負

1/2 1/2 沖縄県国民健康保

険調整交付金条例

国民健康保

険課

４　その他

４　その他４　その他

４　その他

市町村振興資金 ○貸付利率

　通常地域…貸付決定日における財政融資資金

の普通長期資金の利率

　離島,辺地又は過疎地域…通常地域利率の1/2

　「合併市町村振興事業･･･無利子」

○償還期間

　10年以内（うち据置期間１年以内）

○償還方法

　元利均等年賦償還

○貸付限度額

　一会計年度　１億円

　「合併市町村振興事業については、１合併市

町村につき、２億円」

沖縄県市町村振興

資金貸付基金条例

及び同施行規則

市町村課

市町村合併支援事業 ○平成18年３月31日までに合併した合併市町村

(平成17年３月31日までに地方自治法第７条第１

項又は第３項の規定による申請がなされた場合

に限る。)が市町村建設計画に基づき行う事業に

対し交付金を交付する。

　本島地域･･･３億円＋(合併関係市町村数－２)

×１億円

  離島地域･･･３億円＋(合併関係市町村数－２)

×１億円＋(一島一町村等数)×１億円

○平成22年３月31日までに合併した合 併市町村

が市町村基本計画に基づき行う事業に対し交付

金を交付する。

　本島地域･･･２億円＋(合併関係市町村－２)×

１億円

　離島地域･･･２億円＋(合併関係市町村－２)×

１億円＋(一島一町村等数)×１億円

10/10

10/10

10/10

10/10

沖縄県市町村合併

支援交付金交付要

網

新沖縄県市町村合

併支援交付金交付

要綱

　　　　〃

離島加算等

の拡充措置

は平成16年

度から実施

平成19年３

月策定

過疎対策事業債 ○対象事業：産業の振興、交通・通信施設の整

備及び情報化の促進、生活環境施設等厚生施設

の整備及び医療の確保教育文化施設の整備、集

落再編整備のための用地の取得・住宅等の整備

・償還年限12年以内(３年)

・元利償還金の70％を地方交付税の算定に用い

る基準財政需要額に算入

過疎地域自立促進

特別措置法

地域・離島

課

※事業内

容・採択基

準等の( )

書きは、据

え置き期間

辺地対策事業債 ○対象事業：交通・通信施設の整備、教育文化

施設の整備、生活環境施設等厚生施設の整備及

び医療の確保、産業の振興、電灯用電気供給施

設の整備

・償還年限10年以内(２年)

・元利償還金の80％を地方交付税の算定に用い

る基準財政需要額に算入

辺地に係る公共的

施設の総合的整備

のための財政上の

特別措置等に関す

る法律

〃

※事業内

容・採択基

準等の( )

書きは、据

え置き期間

石油製品輸送等補助事業(石油

販売業者及び輸送業者)

○沖縄本島から県内離島へ輸送される石油製品

について、石油販売業者及び輸送業者の当該輸

送等に要する経費に対し補助する。

10/10 石油製品輸送等補

助金交付規程

〃

離島高校生修学支援費 ○高等学校等が設置されていない離島から、本

土または別の離島の高等学校へ進学する生徒の

修学支援費を負担する市町村へ国が補助する。

補助対

象額の

1/2

補助対

象額の

1/2

へき地児童生徒援

助費等補助金交付

要綱

県立学校教

育課

離島高校生修学支援事業 ○高等学校等が設置されていない離島から、本

土または別の離島の高等学校へ進学する生徒の

修学支援費を負担する市町村へ県が補助する。

補助対

象額の

1/4

沖縄県離島高校生

修学支援事業補助

金交付要綱

〃

高度へき地修学旅行費 ○高度へき地学校（へき地教育振興法に基づき

県条例で指定した３級、４級及び５級のへき地

学校）を設置する市町村が当該学校等の児童・

生徒に係る修学旅行費を負担する経費のうち交

通費及び宿泊費を国が補助する。

交付要

綱に定

める財

政力指

数に応

じて補

助対象

額の

2/3又

は1/2

交付要

綱に定

める財

政力指

数に応

じて補

助対象

額の

1/3又

は1/2

交付要

綱に定

める財

政力指

数に応

じて補

助対象

額の

2/3又

は1/2

交付要

綱に定

める財

政力指

数に応

じて補

助対象

額の

1/3又

は1/2

へき地児童生徒援

助費等補助金交付

要綱

財務課

16　離島市町村に対する行財政上の支援措置（つづき）

平成24年11月現在

事業名 事業内容・採択基準等

負担割合

根拠法令等 担当課本島地域 離島地域



（H17国調） （H17国調）

（平成17年） （平成17年）

(人) (世帯) (Km2) (Km)

北海道 6 － 6 － 13,994 6,180 417.25 221.4

宮城県 9 3 1 － 5,413 1,940 24.58 105.6

山形県 1 1 － － 275 136 2.75 12.0

東京都 13 － 2 7 28,744 13,715 360.63 399.6

　  離振法

9 － 2 6 26,021 12,422 291.95 260.0

　  小笠原法

4 － － 1 2,723 1,293 68.68 139.6

新潟県 2 1 － 1 67,824 24,786 864.08 303.5

石川県 1 1 － － 100 43 0.55 5.1

静岡県 1 1 － － 353 248 0.44 4.0

愛知県 3 － 2 － 4,357 1,416 3.51 26.6

三重県 6 2 － － 4,914 1,624 13.82 60.4

兵庫県 6 3 － － 9,300 3,156 54.48 92.1

島根県 4 － 3 1 23,696 9,878 346.19 465.2

岡山県 15 5 － － 3,330 1,658 31.13 119.1

広島県 14 5 1 － 16,436 7,587 84.88 186.7

山口県 21 7 4 － 5,004 2,405 64.66 200.6

徳島県 2 1 1 － 299 150 2.10 12.6

香川県 22 5 3 － 8,044 3,726 63.78 180.7

愛媛県 33 6 1 － 17,337 7,759 89.45 320.4

高知県 2 1 － － 280 166 11.30 26.7

福岡県 8 3 2 － 2,416 958 13.25 63.1

佐賀県 7 1 － － 2,197 792 10.96 48.2

長崎県 54 8 2 － 155,614 61,943 1,568.27 2,413.5

熊本県 6 2 － － 4,046 1,578 20.67 69.7

大分県 7 2 － 1 5,126 2,201 17.44 62.8

宮崎県 3 2 1 － 1,218 441 5.16 27.2

鹿児島県 28 5 13 4 182,602 78,298 2,484.54 1,604.1

　  離振法

20 4 4 2 56,119 25,502 1,253.30 733.7

　  奄振法

8 1 9 2 126,483 52,796 1,231.24 870.4

沖縄県 40 4 4 10 129,833 51,431 1,013.04 950.9

離島計

314

69 46 24

692,752 284,215 7,568.91 7,981.8

　  離振法

262 64 33 11 433,713 178,695 5,255.95 6,020.9

その他の法

52

5 13 13

259,039 105,520 2,312.96 1,960.9

全国計 6,852 783 811 193 127,767,994 49,566,305 377,914.78 35,504.0

　資料：財団法人日本離島センター「2010 離島統計年報」

　　注）１．本統計は、離島振興法等に基づく指定離島のうち、平成21年４月１日現在の住民基本台帳で

　　　　　住民登録がなされている310島に加え、住民登録はなされていないが同17年10月１日現在の国勢

　　　　　調査で住民の居住が確認された下記の4島についても掲載した。

　 離島振興法指定離島 1島（北海道小島）

小笠原諸島振興開発特別措置法指定離島 2島（東京都硫黄島・南鳥島）

沖縄振興特別措置法指定離島 1島（沖縄県外離島）

4島

　　　　２．人口並びに世帯数は、平成17年国勢調査に基づく、確定数である。

　　　　３．面積は、国土交通省国土地理院の全国都道府県市区町村別面積調（平成17年10月１日）等

　　　　　に基づく数値である。

　　　　４．海岸延長は、国土交通省河川局の海岸統計調査（平成17年3月31日）等に基づく数値である。

村

合　　　　　　　計

17　全国指定離島地域の概要

都道県名 島しょ数

市町村数 人口 世帯数 面  積 海岸延長

市 町
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市
町
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名
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名

郵
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号
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20 沖縄振興特別措置法等

○ 沖縄振興特別措置法(抄)

(平成14年3月31日法律第14号)

（目的）

第１条 この法律は、沖縄の置かれた特殊な諸事情に鑑み、沖縄振興基本方針を策定し、

及びこれに基づき策定された沖縄振興計画に基づく事業を推進する等特別の措置を講ず

ることにより、沖縄の自主性を尊重しつつその総合的かつ計画的な振興を図り、もって

沖縄の自立的発展に資するとともに、沖縄の豊かな住民生活の実現に寄与することを目

的とする。

（施策における配慮）

第２条 国及び地方公共団体は、沖縄の振興に関する施策の策定及び実施に当たっては、

沖縄の地理的及び自然的特性を考慮し、並びに産業活動及び住民の生活における基礎条

件の改善、沖縄固有の優れた文化的所産の保存及び活用、環境の保全並びに良好な景観

の形成に配慮するとともに、潤いのある豊かな生活環境の創造に努めなければならない。

（定義）

第３条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

(3) 離島 沖縄にある島のうち、沖縄島以外の島で政令で定めるものをいう。

（沖縄振興基本方針）

第３条の２ 内閣総理大臣は、沖縄の振興を図るため、沖縄振興基本方針（以下「基本方

針」という。）を定めるものとする。

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。

(10) 離島の振興に関する基本的な事項

（沖縄振興計画）

第４条 沖縄県知事は、基本方針に基づき、沖縄振興計画を定めるよう努めるものとする。

２ 沖縄振興計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

(1) 観光の振興、情報通信産業の振興、農林水産業の振興その他の産業の振興に関する

事項

(2) 雇用の促進、人材の育成その他の職業の安定に関する事項

(3) 教育及び文化の振興に関する事項

(4) 福祉の増進及び医療の確保に関する事項

(5) 科学技術の振興に関する事項

(6) 情報通信の高度化に関する事項

(7) 国際協力及び国際交流の推進に関する事項



(8) 駐留軍用地跡地の利用に関する事項

(9) 離島の振興に関する事項

(10) 環境の保全並びに防災及び国土の保全に関する事項

(11) 社会資本の整備及び土地の利用に関する事項

３ 前項各号に掲げる事項のほか、沖縄振興計画には、沖縄の地理的条件並びに人口及び

産業の集積その他の社会的条件を総合的に勘案して区分された圏域別の振興に関する事

項を定めるよう努めるものとする。

４ 沖縄振興計画は、平成24年度を初年度として10箇年を目途として達成されるような内

容のものでなければならない。

５ 沖縄県知事は、沖縄振興計画を定めたときは、これを公表するよう努めるとともに、

内閣総理大臣に提出しなければならない。

６ 内閣総理大臣は、前項の規定により沖縄振興計画の提出があった場合においては、そ

の内容を関係行政機関の長に通知しなければならない。この場合において、関係行政機

関の長は、当該沖縄振興計画についてその意見を内閣総理大臣に申し出ることができる。

７ 内閣総理大臣は、第５項の規定により提出された沖縄振興計画が基本方針に適合して

いないと認めるときは、沖縄県知事に対し、これを変更すべきことを求めることができ

る。

８ 内閣総理大臣は、第５項の規定により提出された沖縄振興計画について前項の規定に

よる措置をとる必要がないと認めるときは、その旨を沖縄県知事に通知しなければなら

ない。

９ 第５項から前項までの規定は、沖縄振興計画の変更について準用する。

（他の法律の適用除外）

第115条 離島振興法、後進地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関

する法律（昭和36年法律第112号）、低開発地域工業開発促進法（昭和36年法律第216号）、

奥地等産業開発道路整備臨時措置法（昭和39年法律第115号）、山村振興法（昭和40年

法律第64号）及び農村地域工業等導入促進法（昭和46年法律第112号）の規定は、沖縄

については、適用しない。

２ 国土形成計画法（昭和25年法律第205号）第９条の規定は、沖縄については、適用し

ない。

○ 沖縄振興特別措置法施行令(抄)

(平成14年3月31日政令第102号)

（離島の範囲）

第１条 沖縄振興特別措置法（以下「法」という。）第３条第３号に規定する政令で定め

る島は、宮古島、石垣島その他内閣総理大臣が関係行政機関の長に協議して指定した島

とする。



○ 沖縄振興特別措置法施行令の規定に基づき離島を指定した件（抄）○ 沖縄振興特別措置法施行令の規定に基づき離島を指定した件（抄）○ 沖縄振興特別措置法施行令の規定に基づき離島を指定した件（抄）○ 沖縄振興特別措置法施行令の規定に基づき離島を指定した件（抄）

（平成14年4月１日内閣府告示第10号）

沖縄振興開発特別措置法施行令（平成14年政令第102号）第１条の規定に基づき、離島を次

のとおり指定する。

所在郡市町村名 指 定 離 島 名

島尻郡伊平屋村 伊平屋島、野甫島

島尻郡伊是名村 伊是名島、具志川島、屋那覇島

国 頭 郡 伊 江 村 伊江島

国 頭 郡 本 部 町 水納島

う る ま 市 津堅島

南 城 市 久高島

島 尻 郡 粟 国 村 粟国島

島尻郡渡名喜村 渡名喜島

座間味島､嘉比島､安慶名敷島､阿嘉島､慶留間島、外地島､安室
島尻郡座間味村

島､屋嘉比島､久場島

島尻郡渡嘉敷村 渡嘉敷島、前島、黒島、儀志布島、離島

島尻郡久米島町 久米島、奥武島、オーハ島、硫黄鳥島

島尻郡北大東村 北大東島

島尻郡南大東村 南大東島

宮 古 島 市 池間島、大神島、来間島、伊良部島、下地島

宮古郡多良間村 多良間島、水納島

石 垣 市 小島

竹富島、西表島、鳩間島、由布島、小浜島､黒島、新城島(上地)､
八重山郡竹富町

新城島(下地)､波照間島､嘉弥真島、外離島､内離島

八重山郡与那国町 与那国島

注） この表は、今帰仁村古宇利島の指定解除（H17.4.1）及び市町村合併（H17.4.1うるま市、H

17.10.1宮古島市、H18.1.1南城市）に伴い、地域・離島課で整理したものである。



2１ 第１次沖縄県離島振興計画2１ 第１次沖縄県離島振興計画2１ 第１次沖縄県離島振興計画2１ 第１次沖縄県離島振興計画

（昭和51年度～昭和60年度）

◎ 体系図◎ 体系図◎ 体系図◎ 体系図

総 説 計画作成の意義

計画の期間

計画の性格

計画の目標

計画の基本的考え方 計画の基本方向

施設整備方針

圏 域 別 基 本 構 想 北部圏域

中南部圏域

宮古圏域

八重山圏域

部 門 別 構 想 広域交通施設整備

交通・通信体系の整備 道路・島内交通

通信

水資源の開発

水道

電気

保健医療

生活環境施設の整備 福祉

環境衛生

教育・文化

中心都市の整備

離島振興集約施設

自然環境と国土の保全 自然環境の保全と適正利用の増進

国土の保全

農業

林業

産業の振興 水産業

商工業

観光

技能労働者の養成



◎ 第１次沖縄県離島振興計画（抄）◎ 第１次沖縄県離島振興計画（抄）◎ 第１次沖縄県離島振興計画（抄）◎ 第１次沖縄県離島振興計画（抄）

第１節 計画作成の意義第１節 計画作成の意義第１節 計画作成の意義第１節 計画作成の意義

沖縄振興開発特別措置法（昭和４６年法律１３１号）による指定離島のうち、有人島は３９島である。その陸

域面積は、１，０２４．４９平方キロメートルで県土の４５．６パーセント、人口は１２８，９３５人（昭和５０年国調）で

県人口の１２．４パーセントを占めている。

離島の振興対策は、復帰前においては、離島振興法（１９６２年立法第７５号）に基づいて、指定された４０

島を対象とした離島振興計画が策定実施され、高率補助と相まって、少なからぬ成果を収めたが、主要島

（沖縄本島、宮古島、石垣島）との格差を縮小するには至らなかった。

復帰後、本島は、沖縄振興開発特別措置法（離島振興法、過疎地域対策緊急措置法等は適用除外）に基

づき振興事業が進められることになった。しかし、離島地域は、離島の持つ自然的・地理的・社会的特殊事情

による社会資本設備の立ち遅れに加え、近年における社会経済の急激な発展成長による地域格差の増大な

どによって過疎化が起こり、社会経済の維持発展を図る上に大きな問題を投げかけている。

したがって、離島における生活環境施設及び産業関連施設の立ち遅れを速急に是正し、本県の社会経済

の発展及び住民生活の安定による福祉の向上を図ることは、特に重要な課題である。

このような観点から、沖縄振興開発計画の目標を達成するため、離島地域における振興について、その構

想を明らかにし、それぞれの島の特性に応じた総合的な振興計画を立て、これに基づき離島振興事業を強

力に推進するためにこの計画を策定するものである。

第２節 計画の期間第２節 計画の期間第２節 計画の期間第２節 計画の期間

この計画の期間は、昭和５１年度から昭和６０年度までの１０か年間とする。

第３節 計画の性格第３節 計画の性格第３節 計画の性格第３節 計画の性格

この計画は、沖縄振興開発計画を上位計画とする離島地域の振興計画として作成されるものであって、離

島の社会経済の進むべき方向とこれを実現するための施策を明らかにするものである。

したがって、県においては、その施策の具体的実現の基本となるものであり、市町村、民間部門等におい

ては、その自発的活動の指針となるものである。

第４節 計画の目標第４節 計画の目標第４節 計画の目標第４節 計画の目標

この計画は、離島の各面にわたる本土との格差を急速に是正し、全域にわたって国民的標準を確保する

とともに、その優れた地域特性を生かすことによって、自立的発展が図られるように基礎条件を整備し望まし

い地域社会を実現することを目標とする。



22 第２次沖縄県離島振興計画22 第２次沖縄県離島振興計画22 第２次沖縄県離島振興計画22 第２次沖縄県離島振興計画
（昭和60年度～平成３年）

◎ 体系図◎ 体系図◎ 体系図◎ 体系図

総 説 計画作成の意義

計画の性格

計画の期間

計画の目標

計画の基本方向 人口

基本的課題 産業

交通・通信体系

生活環境

産業の振興

振興の基本的考え方 交通・通信体系の整備

住みよい生活環境の確保

美しい自然環境と文化財の保護

部門別振興方策

農業

林業

産業の振興 水産業

観光

地場産業および地域産業おこし

航空交通

交通・通信体系の整備 海上交通

陸上交通

通信

水資源の開発

保健・医療

教育・文化

社会福祉

水道

生活環境施設等の整備 電気

環境衛生

消防・防災

公園・緑地

公営住宅

自然環境と国土の保全 自然環境の保全

国土の保全

圏域別振興方策 北部圏域

中・南部圏域

宮古圏域

八重山圏域



◎ 第２次沖縄県離島振興計画（抄）◎ 第２次沖縄県離島振興計画（抄）◎ 第２次沖縄県離島振興計画（抄）◎ 第２次沖縄県離島振興計画（抄）

第１節 計画作成の意義第１節 計画作成の意義第１節 計画作成の意義第１節 計画作成の意義

本県は、東西約１，０００キロメートル、南北約４００キロメートルにおよぶ広大な海域に散在する多くの島じ

まからなり、わが国有数の離島県である。沖縄振興開発特別措置法による「離島」は（沖縄本島と橋で結ばれ

た島を除く）５８島で、うち有人島が４１島で、無人島が１７島（昭和５５年国調）である。

これら離島の面積は、県土２，２５３．５１平方キロメートル（昭和５９年１０月１日現在国土地理院）の約４６パ

ーセント（１，０２６．４６平方キロメートル沖縄県企画開発部）で人口は、県人口（１，１０６，５９９人昭和５５年国

調）の約１２パーセント（１３２，３６９人）を占めている。

離島の振興については、これまで「沖縄振興計画」および「沖縄県離島振興計画」等に基づき諸施策が積

極的に推進され、社会資本の整備を中心に各面にわたり相当の成果をあげてきた。

しかしながら、離島のもつ地理的・自然的条件の不利性なども相まって、自立的発展のための基礎条件の

整備はいまだ十分でなく本島との格差は依然として解消されていない分野もある。さらに、長年にわたる人口

流出の結果、生産年齢人口の減少や高齢化などによる社会的・生産的機能の低下もみられ、離島を取り巻

く内外情勢は依然として厳しい状況にある。

このような中で、昭和５５年に「過疎地域振興特別措置法」、昭和５７年に「辺地に係る公共的施設の総合整

備のための財政上の特別措置等に関する法律」が適用され、それぞれの法律に基づく計画が策定されたこ

と、また、昭和５７年に「第２次沖縄振興開発計画」が策定されたことなど、離島行政をめぐる状況が大きく変わ

り、今後の離島振興の方策について検討することが必要となってきた。

さらに、地域の特性を生かした特産品づくりなどの自立的な地域づくりの気運が高まりつつある。また、高度

情報システムの構築を図る動きなど離島の振興に新たな展望がみられつつある。

したがって、今後の離島振興を進めるに当たっては、前期計画の総点検結果をふまえるとともに、経済計

画の変化に対応した施策の導入や諸制度の有効活用を図って産業の振興、交通・通信体系および生活環

境施設等の整備などを積極的に進める一方、住民の創意工夫、自助努力により住みよい活力のある地域づ

くりを図る必要がある。

このような基本認識に基づき、離島の将来を展望し、その振興方向と施策の在り方を明らかにするため「第

２次沖縄県振興計画」を策定するものである。

第２節 計画の性格第２節 計画の性格第２節 計画の性格第２節 計画の性格

この計画は、「第２次沖縄振興開発計画」の基本方向にそって離島の振興を図るために策定されるもので、

その振興方向と実現のための施策を明らかにするものである。

したがって、県にとっては、施策の基本となるものであり、市町村、民間部門等においては、その自発的活

動の指針となるものである。

第３節 計画の期間第３節 計画の期間第３節 計画の期間第３節 計画の期間

この計画は、昭和６０年度を初年度とし、昭和６６年度を目標年度とする７か年計画とする。

第４節 計画の目標第４節 計画の目標第４節 計画の目標第４節 計画の目標

この計画は、それぞれの離島のもつ地理的・自然的条件に配意しつつ、本島との各面にわたる格差を是正

し自立的発展を図るための基礎条件を整備することにより、明るく豊かな活力ある地域社会を実現することを

目標とする。



23 第３次沖縄県離島振興計画23 第３次沖縄県離島振興計画23 第３次沖縄県離島振興計画23 第３次沖縄県離島振興計画
（平成４年度～平成13年度）

◎ 体系図◎ 体系図◎ 体系図◎ 体系図

総 説 計画策定の意義
計画の性格
計画の期間
計画の目標

計画の基本方向 人口
産業
交通・通信体系

現状及び基本的課題 生活環境
自然環境と国土の保全
地域の活性化

産業の振興
交通・通信体系の整備

振興の基本的考え方 住みよい生活環境の確保
自然環境及び国土の保全
地域の活性化を目指したソフト対策の推進

部門別振興方策 農業
林業

産業の振興 水産業
観光・リゾート
地場産業の振興及び地域産業おこし

航空交通
交通・通信体系の整備 海上交通

陸上交通
通信

水資源の開発

保健・医療
教育・文化
社会福祉
水道

生活環境等の整備 電気
環境衛生
消防・防災
公園・緑地
住宅

自然環境と国土の保全 自然環境の保全
国土の保全

地域活性化の機運づくり
地域の活性化 人材の育成

文化活動の推進
各種交流活動の推進

圏域別振興方策 北部圏域
中・南部圏域
宮古圏域
八重山圏域



◎ 第３次沖縄県離島振興計画（抄）◎ 第３次沖縄県離島振興計画（抄）◎ 第３次沖縄県離島振興計画（抄）◎ 第３次沖縄県離島振興計画（抄）

第１節 計画作成の意義第１節 計画作成の意義第１節 計画作成の意義第１節 計画作成の意義

本県は、全国でも有数の離島県であり、東西約１，０００キロメートル、南北約４００キロメートルに及ぶ広大な海

域に散在する、大小７０余の島々から成り立っている。このうち沖縄振興開発特別措置法による「指定離島」は５

７島で、うち４０島が有人島である。有人島の面積は１，０００．９平方キロメートルで、県土面積の４４．８パーセン

トを占めており、また人口は１２８，９９５人で、これは、県全体の１０．５パーセントにあたる。

離島の振興対策については、これまで、２次にわたる沖縄振興開発計画及び沖縄県離島振興計画等によっ

て諸施策が進められ、社会資本の整備を中心に各面にわたって相当の成果を上げてきた。

しかしながら、離島の持つ地理的、自然的条件からくる不利性の壁は厚く、自立的発展のための基礎条件の

整備はいまだ不十分で、本島との間にはなお多くの格差が存在する。加えて、若年層の流出等による過疎化と

高齢化の進行により、産業活動や社会活動に停滞が見られるなど、離島地域を取り巻く環境は依然として厳し

いものがある。

このような中、本県の持つ地理的、自然的及び文化的特性等を積極的に生かした諸施策の推進を振興開発

の基本方向とする「第３次沖縄振興開発計画」が策定され、離島の振興対策についても新たな展開が求められ

ることとなった。

本県の離島地域には、亜熱帯性の動植物と美しいサンゴ礁の海に代表される豊かな自然や独特な伝統文化

など、本県の魅力とされる要素の多くが集中している。

また、各島々の特性を生かした多彩な特産品や歴史と伝統に培われた優れた工芸品など、地域特性を生か

した振興策を推進する上での有力な材料も具備している。

これらの離島の特性と住民の創意を生かし、特色ある産業の振興を図るとともに、本県における国際的な観光

・リゾート地形成の一翼を担う地域として整備していくことは、離島地域の自立的発展に資するばかりでなく、県

土の均衡ある発展を促進し、本県経済社会の全体的な発展を図っていく上でも極めて重要である。

このため、今後の離島振興対策を進めるに当たっては、前期計画までの成果と基本的考え方を踏まえ、引き

続き各種基盤整備等を推進して離島の持つ不利性の克服に努めるとともに、第３次沖縄振興開発計画の基本

方向に沿って、ソフト面の対策を含めた新たな施策を展開し、多様化するニーズと２１世紀に向かう時代の流れ

に適切に対応し得る社会システムを構築していく必要がある。

この計画は、以上の基本認識に基づき、新たに長期的、総合的な観点に立って離島の将来を展望し、その振

興方向と施策の在り方を明らかにするために策定するものである。

第２節 計画の性格第２節 計画の性格第２節 計画の性格第２節 計画の性格

この計画は、「第３次沖縄振興開発計画」の基本方向に沿って、離島の振興を図るために策定する総合的計

画であり、その振興方向と実現のための施策を明らかにするものである。

したがって、県においては、離島振興施策の基本となるものであり、市町村及び民間部門においては、その自

発的活動の指針となるものである。

第３節 計画の期間第３節 計画の期間第３節 計画の期間第３節 計画の期間

この計画は、平成４年度を初年度とし、平成１３年度を目標年度とする１０か年計画とする。

第４節 計画の目標第４節 計画の目標第４節 計画の目標第４節 計画の目標

この計画においては、離島の特性と住民の創意を積極的に生かしつつ、本島との各面にわたる格差を是正

し、自立的発展のための基礎条件を整備するとともに、本県の経済社会及び文化の総合的発展のための一翼

を担う地域として整備を図り、魅力に満ち、活力に富んだ個性豊かな地域社会を実現することを目標とする。



24 新沖縄県離島振興計画24 新沖縄県離島振興計画24 新沖縄県離島振興計画24 新沖縄県離島振興計画

（平成14年度～平成23年度）

◎ 体系図◎ 体系図◎ 体系図◎ 体系図

総 説 計画策定の意義
計画の性格
計画の期間
計画の目標

計画の基本方向 離島を取り巻く時代潮流
基本的課題 離島の地域特性

基本的課題

振興の基本方向 自然環境の保全と活用
地域特性を生かした産業の振興

振興の基本方向 安らぎと潤いのある生活空間の創造と
健康福祉社会の実現
多様な人材の育成と文化の振興
持続的発展を支える基盤づくり
地域間交流の促進による島の活性化

自主的・主体的な地域づくり
離島振興推進に 地域の再評価、再発見
当たっての視点 新たな視点を生かす取り組み

効率的な行政体制の整備
振興施策の展開

自然環境の保全・活用

観光・リゾート
地域特性を生かした 亜熱帯性気候等の地域特性
産業の振興 生かした農林水産業の振興

地場産業の振興

環境負荷の少ない循環型社会の形成
安らぎと潤いの 生活環境基盤の整備
ある生活空間の創造 農山漁村の総合的整備

災害に強い県土づくり

健やかで安心できる暮らしの確保
健康福祉社会の実現と 保健医療の充実
安全・安心な生活の確保 ともに支える社会の構築

安全・安心な生活の確保

学校教育の振興
多様な人材の育成と 社会教育の振興
文化の振興 産業や地域社会を担う人づくり

地域文化の振興

交通体系の整備
持続的発展を支える 情報通信基盤
基盤づくり 水資源

エネルギー

地域間交流の促進による島の活性化

圏域別振興方策 北部圏域
中・南部圏域
宮古圏域
八重山圏域



◎ 新沖縄県離島振興計画（抄）◎ 新沖縄県離島振興計画（抄）◎ 新沖縄県離島振興計画（抄）◎ 新沖縄県離島振興計画（抄）

第１節 計画策定の意義第１節 計画策定の意義第１節 計画策定の意義第１節 計画策定の意義

本県は、全国でも有数の離島県で、東西約1,000キロメートル、南北約400キロメートルに及ぶ広大な海

域に点在する多くの島々から成り立っている。沖縄振興特別措置法により指定された離島は55島で、このう

ち、有人離島は40島である。

指定離島の面積は1,027平方キロメートルで、県土面積の45.2パーセントを占め、また、平成12年国勢調

査に基づく人口は128,694人で、県人口の9.8パーセントを占めている。

離島振興については、これまで３次にわたる沖縄振興開発計画及び沖縄県離島振興計画等に基づき、

諸施策が進められ、各種社会資本の整備が図られてきた。

また、財政力が脆弱な離島市町村に対して、県単独補助事業、国庫補助事業に対する県費の嵩上げ、

過疎債・辺地債の許可等行財政上の支援措置を講じてきた。

その結果、農林水産業等の生産基盤、空港、港湾、道路等のアクセス基盤の整備、水道、電気等の生

活関連、医療・福祉・教育施設等の整備を中心に各面にわたり相当の成果を上げ、住民生活も向上すると

ともに、産業面においては、特に観光関連の分野で進展が見られるなど、離島地域の社会経済は着実に

発展してきた。

しかしながら、離島は、四方を海に囲まれ（環海性）、また、その面積も比較的狭く（狭小性）、しかも、経

済、文化の中心から遠く離れている（隔絶性）といった地理的及び自然的条件等から、医療・福祉等の生活

環境面で低位にあるほか、情報通信基盤の後れなど依然として格差がある。

また、若年層の慢性的な流出や高齢化が一層進行するなど、なお多くの課題が残されている。

このような中、本土との格差是正を基調とするキャッチアップ型の振興開発だけではなく、沖縄の地域特

性を十分に発揮したフロンティア創造型の振興策への転換を進める「沖縄振興計画」が策定され、離島の

振興策についても新たな展開が求められている。

本県の離島は、亜熱帯・海洋性気候の下、年間を通して温暖で、美しいサンゴ礁の海に代表される豊か

な自然、独特な伝統文化やゆったりとした生活空間を有している。

また、多彩な特産品や優れた工芸品を産出するなど、地域特性を生かした振興策を推進する上での有

力な資源を有している。

近年、価値観の多様化や社会情勢の変化に伴い、物質的な豊かさや利便性を求めることから、心の豊

かさや自然とのふれあいなど、ゆとりや潤いのある生活への志向が高まってきている。

このような中で、離島は、豊かな自然環境、文化、歴史的遺産の保全を図り、国民の健康保養や癒しの

場を提供するなど、その果たす役割はますます重要となってきている。

このため、今後の離島振興を進めるに当たっては、これまでの成果を踏まえ、引き続き、自然環境、文化、

歴史的遺産の保全を図りつつ、各種基盤整備等を推進し、離島の持つ不利性の軽減に努めるとともに、離

島の持つ優位性を積極的に評価し、それを伸ばしていく取り組みが重要である。

また、住民をはじめ多様な主体の参画のもと、地域特性を最大限に発揮した特色ある産業の振興を図る

とともに、本県の国際的な観光・リゾート地形成の一翼を担う地域として、また、国民の総合的な健康保養の

場として形成していくことは、離島地域の自立的発展に資するばかりではなく、県土の均衡ある発展を促進

し、本県経済の全体的な発展を図っていく上からも極めて重要である。

さらに、沖縄振興計画の基本方向及び基本姿勢を踏まえて、離島を取り巻く時代の流れを的確に捉える

とともに、今後、多様化するニーズに適切に対応しうる社会システムを構築していく必要がある。

この計画は、以上の基本認識に基づき、新たに長期的、総合的な観点に立って離島の将来を展望し、そ

の振興の方向と施策の在り方を明らかにするために策定するものである。



第２節 計画の性格第２節 計画の性格第２節 計画の性格第２節 計画の性格

この計画は、「沖縄振興計画」の基本方向に沿って離島の振興を図るために策定する総合的計画であり、

その振興方向と実現のための施策を明らかにするものである。

したがって、県においては離島振興施策の基本となるものであり、市町村及び民間部門においてはその

自発的活動の指針となるものである。

第３節 計画の期間第３節 計画の期間第３節 計画の期間第３節 計画の期間

この計画の期間は、平成14年度から平成23年度までの10か年とする。

第４節 計画の目標第４節 計画の目標第４節 計画の目標第４節 計画の目標

この計画においては、住民の創意、豊かな自然や独特の文化など離島の有する特性を積極的に生かし

つつ、自立的発展のための基礎条件を整備するとともに、我が国の社会経済、文化の発展及び国民の総

合的な健康保養に寄与する特色ある地域として整備を図り、魅力に満ち、個性豊かで潤いのある地域社会

を実現することを目標とする。



25 過疎地域自立促進特別措置法（抜粋）25 過疎地域自立促進特別措置法（抜粋）25 過疎地域自立促進特別措置法（抜粋）25 過疎地域自立促進特別措置法（抜粋）
（平成12年3月31日法律第15号）

第１章 総則
（目的）
第１条 この法律は、人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能及び
生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある地域について、総合的かつ計画的な対策を
実施するために必要な特別措置を講ずることにより、これらの地域の自立促進を図り、もって
住民福祉の向上、雇用の増大、地域格差の是正及び美しく風格ある国土の形成に寄与すること
を目的とする。

（過疎地域）
第２条 この法律において「過疎地域」とは、次の各号のいずれかに該当する市町村（地方税の
収入以外の政令で定める収入の額が政令で定める金額を超える市町村を除く。）の区域をいう。
一 次のいずれかに該当し、かつ、地方交付税法（昭和25年法律第211号）第14条の規定によ
り算定した市町村の基準財政収入額を同法第11条の規定により算定した当該市町村の基準財
政需要額で除して得た数値（次号において「財政力指数」という。）で平成８年度から平成
10年度までの各年度に係るものを合算したものの３分の１の数値が0.42以下であること。た
だし、イ、ロ又はハに該当する場合においては、国勢調査の結果による市町村人口に係る平
成７年の人口から当該市町村人口に係る昭和45年の人口を控除して得た人口を当該市町村

人口に係る同年の人口で除して得た数値が0.1未満であること。
イ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和35年の人口から当該市町村人口に係る平成
７年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭和35年の人口で除して得た数値
（以下「35年間人口減少率」という。）が0.3以上であること。

ロ 35年間人口減少率が0.25以上であって、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成７
年の人口のうち65歳以上の人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が
0.24以上であること。

ハ 35年間人口減少率が0.25以上であって、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成７
年の人口のうち15歳以上30歳未満の人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た
数値が0.15以下であること。

ニ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和45年の人口から当該市町村人口に係る平成
７年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭和45年の人口で除して得た数値
が0.19以上であること。

二 次のいずれかに該当し、かつ、財政力指数で平成18年度から平成20年度までの各年度に係
るものを合算したものの３分の１の数値が0.56以下であること。ただし、イ、ロ又はハに該
当する場合においては、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成17年の人口から当該市
町村人口に係る昭和55年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除
して得た数値が0.1未満であること。
イ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和35年の人口から当該市町村人口に係る平成
17年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭和35年の人口で除して得た数値
（以下「45年間人口減少率」という。）が0.33以上であること。

ロ 45年間人口減少率が0.28以上であって、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成17
年の人口のうち65歳以上の人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が
0.29以上であること。

ハ 45年間人口減少率が0.28以上であって、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成17
年の人口のうち15歳以上30歳未満の人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た
数値が0.14以下であること。

ニ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和55年の人口から当該市町村人口に係る平成
17年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭和55年の人口で除して得た数値

が0.17以上であること。
２ 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、過疎地域をその区域とする市町村（以下「過
疎地域の市町村」という。）を公示するものとする。



第５章 雑則
（過疎地域の市町村以外の市町村の区域に対する適用）
第32条 この法律の規定は、平成８年以降において最初に行われる国勢調査の結果による人口の
年齢別構成が公表された場合においては、第２条第１項第１号中「平成８年度から平成10年度
まで」とあるのは「第32条に規定する国勢調査の結果による人口の年齢別構成が公表された日
の属する年度前３箇年度内」と、「平成７年の人口から」とあるのは「第32条に規定する国勢
調査が行われた年（以下「基準年」という。）の人口から」と、「昭和45年」とあるのは「基準
年から起算して25年以前において最近に国勢調査が行われた年」と、「0.1」とあるのは「0.1を
25で除して得た数値に基準年から起算して25年以前において最近に国勢調査が行われた年の翌
年から基準年までの年数を乗じて得た数値」と、「昭和35年」とあるのは「基準年から起算して
35年以前において最近に国勢調査が行われた年」と、「平成７年の人口を」とあるのは「基準年
の人口を」と、「0.3」とあるのは「0.3を35で除して得た数値に基準年から起算して35年以前に
おいて最近に国勢調査が行われた年の翌年から基準年までの年数を乗じて得た数値」と、
「0.25」とあるのは「0.25を35で除して得た数値に基準年から起算して35年以前において最近
に国勢調査が行われた年の翌年から基準年までの年数を乗じて得た数値」と、「平成７年の人口
のうち」とあるのは「基準年の人口のうち」と、「同年の人口で除して得た数値が0.24」とある
のは「基準年の人口で除して得た数値が0.24」と、「同年の人口で除して得た数値が0.15」とあ
るのは「基準年の人口で除して得た数値が0.15」と、「0.19」とあるのは「0.19を25で除して得
た数値に基準年から起算して25年以前において最近に国勢調査が行われた年の翌年から基準年
までの年数を乗じて得た数値」とそれぞれ読み替えて、過疎地域の市町村以外の市町村の区域
についても適用する。


